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unit uses a second error detection methoa. e first error detection method has a
broad non-zero error detection value code phase range, and the second error de -
tection method has a narrow non-zero error detection value code phase range.

(57) 要約： G N S S 信号処理装置に対応する復調部 （1 3 ) は、
演算部 （3 3 ) を備える。演算部 （3 3 ) は、アー リ一レイ ト差
分値 A C V E Lが第 1 閾値 C 1 (正値）よりも大きい且つアー リ一
差分値 ∆ 〇ν Εが第 3 閾値 C 3 (負値）未満である第 1 の選択基準
と、アーリ一 レイ ト差分値 A C V E Lが第 2 閾値 C 2 (負値）未満
且つレイ ト差分値 A C V Lが第 4 閾値 C 4 (負値）未満である第 2
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たさなければ第 2 誤差検出方法を用いる。第 1 誤差検出方法は誤
差検出値が 0 でないコ一 ド位相範囲が広く、第 2 誤差検出方法は
誤差検出値が 0 でないコ一 ド位相範囲が狭し、。
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明 細 書

発明の名称 ：

G N S S 信号処理方法、測位方法、G N S S 信号処理プログラム、測位プ

ログラム、 G N S S 信号処理装置、測位装置、および、移動端末

技術分野

[0001 ] 本発明は、拡散コー ドでコー ド変調された G N S S 信号のコー ド位相を口

ックして追尾を行うG N S S 信号処理方法に関する。

背景技術

[0002] 従来、 G P S ( GLoba L Pos i t i on i ng System) 信号等の G N S S ( GLoba L N

a i gat i on Sate LLi t e System) 信号を捕捉、追尾 して、測位を行う装置が各

種考案されている。 G N S S 信号は、所定周波数の搬送波を拡散コー ドでコ

— ド変調 した信号である。拡散コー ドは、 G N S S 衛星 （G N S S 信号）毎

に個別に設定されている。

[0003] 測位装置は、一般的に、次の方法で G N S S 信号の追尾を行う。測位装置

は、 目的とするG N S S 衛星に設定された拡散 コ一 ドの レプリカコー ドを備

えるレプリカ信号を生成する。測位装置は、受信 した G N S S 信号とレプリ

力信号とを相関処理する。測位装置は、相関値から誤差検出値を算出する。

測位装置は、誤差検出値を用いて レプリカ信号のコー ド位相を制御 し、 目的

の G N S S 信号のコ一 ド位相をロックすることで、当該目的の G N S S 信号

を追尾する。

[0004] ところで、 G N S S 衛星からの G N S S 信号を測位装置で直接受信 した直

接波信号のみであれば、追尾が容易且つ正確に行える。 G N S S 信号が高層

建築物等に反射 してから測位装置で受信するマルチパス信号が含まれると、

追尾精度が低下 して しまうことがある。

[0005] このマルチパス信号の影響を回避する方法として、非特許文献 1 および特

許文献 1 では、特定のコー ド位相範囲で、相関値が 「0 」になるように、誤

差検出値の算出式を設定 している。具体的には、 目的の G N S S 信号のコ一



ド位相 を基準の位相 と して、当該基準の位相か ら所定のコー ド位相分離間 し

た所定のコー ド位相範囲で、相関値が 「0 」になる不感領域 を設定 している

。 この不感領域 にマルチパス信号のコー ド位相が入れば、当該マルチパス信

号の影響 を受けずに、 目的の G N S S 信号のコ一 ド位相がロックされる。

先行技術文献

特許文献

[0006] 特許文献 1 ：特開平 1 1 — 1 4 2 5 0 2 号公報

非特許文献

[0007] 非特許文南犬1 ：" A Pract i c a l Approach t o the Reduct i on o f Pseudorange M

u Lt i pathEr rors i n a L 1 GPS Rece i ver" 、 Bryan R. Townsend and Pat r i c k

C. Fenton 、 NovAte L Commun i cat i onSLtd. IONGPS - 94、 Sa LtLake C i t y Sept

ember20-23 、 1994

発明の概要

発明が解決 しょうとする課題

[0008] しか しなが ら、上述の特許文献 1 および非特許文献 1 に記載の方法では、

目的とする直接波信号の G N S S 信号のコ一 ド位相が不感領域 に入 つて しま

うと、 コー ド位相 をロックできない。 この場合、 目的の G N S S 信号を追尾

できな くな り、擬似距離誤差や測位誤差が大 きくなつて しまう。

[0009] 例えば、 目的の G N S S 信号を追尾中に受信状態が悪化 して、 目的の G N

S S 信号に対するプロンプ トレプ リカ信号のコ一 ド位相差が大 きくなること

も考 え られる。 この場合、 G N S S 信号のコー ド位相が不感領域 に入 って し

まい、 コー ド位相 をロックすることができな くなって しまう。 また、例えば

目的の G N S S 信号 （直接波信号）の受信感度が低 くマルチパス信号のみを

捕捉追尾 している時に、 目的の G N S S 信号 （直接波信号）の信号強度が高

くなる場合もある。 この場合に、当該 目的の G N S S 信号 （直接波信号）の

コ一 ド位相が不感領域 に入 っていれば、マルチパス信号か ら目的の G N S S

信号 （直接波信号）へ 追尾対象を移行する処理ができない。



[001 0] したがって、本発明の目的は、受信環境の変化の影響を受けにくく、目的

のG N S S 信号 （直接波信号）を継続的に追尾することができるG N S S 信

号処理方法を提供することにある。

課題を解決するための手段

[001 1] この発明は、受信 したG N S S 信号のコー ド位相を追尾するG N S S 信号

処理方法に関する。 G N S S 信号処理方法は、相関処理工程と、差分値算出

工程と、誤差検出値算出工程と、コー ド位相制御工程とを有する。

[001 2] 相関処理工程では、プロンプ トレプリカ信号に対 して第 1 コー ド位相進ん

だ第 1 アー リ一 レプリカ信号、前記プロンプ トレプリカ信号に対 して前記第

1 コ一 ド位相遅れた第 1 レイ トレプリ力信号、前記プロンプ トレプリ力信号

に対 して第 2 コ一 ド位相進んだ第 2 アー リ一 レプリカ信号、前記プロンプ ト

レプリ力信号に対 して第 2 コ一 ド位相遅れた第 2 レイ トレプリ力信号のそれ

ぞれと、 G N S S 信号とを相関処理する。

[001 3] 差分値算出工程では、第 1 アー リ一相関値から第 1 レイ 卜相関値を減算 し

てアー リ一レイ ト差分値を算出する。第 1 アー リ一相関値は、 G N S S 信号

と第 1 アー リ一 レプリカ信号との相関値である。第 1 レイ 卜相関値は、 G N

S S 信号と第 1 レイ 卜レプリカ信号との相関値である。差分値算出工程では

、第 1 アー リ一相関値から第 2 アー リ一相関値を減算 してアー リ一差分値を

算出する。第 2 アー リ一相関値は、 G N S S 信号と第 2 アー リ一 レプリカ信

号との相関値である。差分値算出工程では、第 1 レイ 卜相関値から第 2 レイ

卜相関値を減算 してレイ ト差分値を算出する。第 2 レイ ト相関値は、 G N S

S 信号と第 2 レイ トレプリ力信号との相関値である。

[0014] 誤差検出値算出工程は、アー リ一 レイ 卜差分値とアー リ一差分値またはレ

ィ 卜差分値とに基づいて誤差算出方法を設定 し、設定 した誤差算出方法を用

いて誤差検出値を算出する。

[001 5] コ一 ド位相制御工程では、誤差検出値に基づいてプロンプ トレプリ力信号

のコ一 ド位相を制御 し、 G N S S 信号のコ一 ド位相を追尾する。

[001 6] この方法では、アー リ一 レイ ト差分値、アー リ一差分値および レイ ト差分



値 が、受信 した G N S S 信号の コ一 ド位相 とプロンプ トレプ リカ信号の コ一

ド位相 との位相差 に応 じて変化することを利用 している。 アー リ一 レイ 卜差

分値 とアー リ一差分値 も しくはアー リ一 レイ 卜差分値 と レイ 卜差分値 に応 じ

て誤差検 出方法 を適切 に設定することで、 コ一 ド位相差 に応 じた適切 な コ一

ド位相制御 が可能 になる。 これ によ り、 G N S S 信号の追尾性能が向上する

[001 7] また、 この発明の G N S S 信号処理方法では、差分値算 出工程 で、 ブロン

プ 卜レプ リカ信号 とG N S S 信号 との相 関値 で、 アー リ一 レイ ト差分値、 ァ

— リ一差分値 および レイ 卜差分値 を除算 している。

[001 8] この方法では、 アー リ一 レイ ト差分値、 アー リ一差分値 および レイ ト差分

値 が規格化 され る。

[001 9] また、 この発明の G N S S 信号処理方法の誤差検 出値算 出工程 では、 ァ一

リー レイ 卜差分値 に対する正値 の第 1 閾値 および、負値 の第 2 閾値 を設定 し

、 アー リ一差分値 に対する負値 の第 3 閾値 を設定 し、 レイ ト差分値 に対する

負値 の第 4 閾値 を設定する。誤差検 出値算 出工程 では、 アー リ一 レイ ト差分

値 が第 1 閾値 よ りも大 き くアー リ一差分値 が第 3 閾値 よ りも小 さい場合、 ま

たは、 アー リ一 レイ 卜差分値 が第 2 閾値 よ りも小 さ くレイ 卜差分値 が第 4 閾

値 よ りも小 さい場合 に、第 1 誤差検 出方法 を用いる。第 1 誤差検 出方法 は、

誤差検 出値 が 0 でない値 を取 るコ一 ド位相範 囲が広 くなる第 1 算 出式 を用い

て誤差検 出値 を算 出する方法である。誤差検 出値算 出工程 では、 アー リ一 レ

イ ト差分値、 アー リー差分値、 レイ ト差分値 が上記の閾値条件 を満たさない

場合 に、第 2 誤差検 出方法 を用いる。第 2 誤差検 出方法 は、誤差検 出値 が 0

でない値 を取 るコ一 ド位相範 囲が狭 い第 2 算 出式 を用いて誤差検 出値 を算 出

する方法である。

[0020] この方法では、選択する誤差検 出方法の具体例 を示 している。 アー リ一 レ

ィ 卜差分値 が第 1 閾値 よ りも大 き くアー リ一差分値 が第 3 閾値 よ りも小 さい

場合、 または、 アー リ一 レイ ト差分値 が第 2 閾値 よ りも小 さ くレイ ト差分値

が第 4 閾値 よ りも小 さい場合 には、後述する実施 の形態 に示すように、 G N



s s 信号 とプロンプ トレプ リ力信号 とのコ一 ド位相差が大 きい。 したがって

、誤差検出値が 0 にな らないコー ド位相範囲が広い第 1 誤差検出方法を用い

ることで、 G N S S 信号をロス 卜しに くく、確実な追尾が可能になる。 ァ一

リー レイ ト差分値、 アー リー差分値、 レイ ト差分値が上記の閾値条件を満た

さない場合には、後述する実施の形態に示すように、 G N S S 信号 とブロン

プ 卜レプ リカ信号 とのコー ド位相差は小さい。 したがって、誤差検出値が 0

でない値 を取るコ一 ド位相範囲が狭い第 2 誤差検出方法を用いることで、マ

ルチパスの影響 を受けに くく、 G N S S 信号のコ一 ド位相 を高精度 にロック

し続 けることができ、マルチパスが存在 しても継続的な追尾を実現すること

ができる。

[0021 ] また、 この発明のG N S S 信号処理方法では、第 1 算出式は、第 1 アー リ

—相関値 と第 1 レイ 卜相関値 とを用いるか、第 2 アー リ一相関値 と前記第 2

レイ ト相関値 を用いる。第 2 算出式は、第 1 、第 2 アー リ一相関値 と第 1、

第 2 レイ 卜相関値 を用いる。

[0022] この方法では、第 1 算出式 と第 2 算出式に用いる相関値の組合せを示 して

いる。具体的な算出式は後述の実施の形態に示すが、 このような相関値の組

合せを用いることで、上述のような誤差検出値の特性 を容易に実現すること

ができる。

[0023] また、 この発明の測位方法は、上述のいずれかに記載のG N S S 信号処理

方法で追尾 しているG N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 との相関結果か

ら航法メッセージを取得する工程 を有する。 この測位方法は、追尾 している

G N S S 信号に対する誤差検出値か ら擬似距離 を算出する工程 を有する。 こ

の測位方法は、航法メッセージと擬似距離 とを用いて測位演算を行 う工程 を

有する。

[0024] この方法では、上述のように確実且つ高精度 に追尾されているG N S S 信

号を用いることで、航法メッセ一ジの復調 を確実に行え、且つ擬似距離 を高

精度 に算出することができる。 これにより、高精度な測位演算が可能になる



発明の効果

[0025] この発明によれば、受信環境の変化の影響を抑制 し、目的のG N S S 信号

(直接波信号）を継続的に追尾することができる。

図面の簡単な説明

[0026] [ 図1] 本発明の実施形態に係るG N S S 信号処理方法のフロ一チヤ一 卜である

[ 図2] 本発明の実施形態に係るG N S S 信号処理方法における各 レプリ力信号

のコ一 ド位相タイミングの関係を示す図である。

[ 図3] 第 1誤差検出方法で算出した誤差検出値 ∆ てAのコー ド位相差に対する特

性 （9 0 0 NW ) を示す図である。

[ 図4] 第 2 誤差検出方法で算出した誤差検出値 ∆ て Bのコ一 ド位相差に対する特

性 （9 0 0 E L S ) を示す図である。

[ 図5] プロンプ トレプリカ信号 S Rpが目的のG N S S 信号に対 してコ一ド位相

が遅れている第 1 の状況を示す図である。

[ 図6] プロンプ トレプリカ信号 S Rpが目的のG N S S 信号に対 してコ一ド位相

が遅れている第 2 の状況を示す図である。

[ 図7] プロンプ トレプリカ信号 S Rpが目的のG N S S 信号に対 してコ一ド位相

が遅れている第 3 の状況を示す図である。

[ 図8] プロンプ トレプリカ信号 S Rpが目的のG N S S 信号に対 してコ一ド位相

が進んでいる第4 の状況を示す図である。

[ 図9] プロンプ トレプリカ信号 S Rpが目的のG N S S 信号に対 してコ一ド位相

が進んでいる第 5 の状況を示す図である。

[ 図10] プロンプ トレプリ力信号 S RPが目的のG N S S 信号に対 してコ 一 ド位

相が進んでいる第 6 の状況を示す図である。

[ 図11] プロンプ トレプリ力信号 S RPが目的のG N S S 信号を追尾中に、マル

チパス信号を受信 した状況の相関値特性を示す図である。

[ 図12] 目的のG N S S 信号 （直接波信号）のみを受信 した状態から、目的の

G N S S 信号に加えてマルチパス信号を受信する状態に移行する間のコ 一 ド



位相の追尾の遷移を示す図である。

[ 図13] プロンプ トレプリ力信号 S RPがマルチパス信号のコ一 ド位相に略一致

している時に、目的のG N S S 信号を受信 した状況の相関値特性を示す図で

ある。

[ 図14] マルチパス信号のある環境下で、プロンプ トレプリ力信号 S RPのコ一

ド位相が目的のG N S S 信号に近接 した状況の相関値特性を示す図である。

[ 図15] マルチパス信号 しか受信できない状況から、マルチパス信号とは別に

目的のG N S S 信号を受信できる状況に移行する間のコ一 ド位相の追尾の遷

移を示す図である。

[ 図16] 本発明の実施形態に係る測位装置 1 の構成を示すプロック図である。

[ 図17] 本発明の実施形態に係る測位装置 1 の復調部 1 3 の構成を示すプロッ

ク図である。

[ 図18] 本発明の実施形態に係る測位方法のフローチヤ一 卜である。

[ 図19] 本発明の実施形態に係る測位装置 1 を備えた移動端末 1 0 0 の主要構

成を示すプロック図である。

発明を実施するための形態
[0027] 本発明の実施形態に係るG N S S 信号処理方法について、図を参照 して説

明する。図 1 は、本発明の実施形態に係るG N S S 信号処理方法のフロ一チ

ャ一 卜である。

[0028] 本実施形態のG N S S 信号処理方法では、図 1 に示すフロ一を繰 り返すこ

とにより、目的のG N S S 信号の追尾を継続する。

[0029] G N S S 信号と各 レプリ力信号との相関処理を行い、各相関値を算出する

( S 1 0 1 ) 。 レプリカ信号とは、目的とするG N S S 信号の拡散コー ド信

号のレプリカコー ドを有する信号である。 レプリカ信号としては、プロンプ

卜レプリカ信号 S RP、第 1 アーリ一レプリカ信号 S RE、第 2 アーリ一レプリ

力信号 S RV E、第 1 レイ トレプリカ信号 S RL、第 2 レイ トレプリカ信号 S RV L

を用いる。これらのレプリカ信号のコー ド位相は、図 2 に示すように設定さ

れている。図 2 は本発明の実施形態に係るG N S S 信号処理方法における各



レプ リ力信号の コ 一 ド位相 タイミングの関係 を示す図である。

[0030] 図 2 に示すように、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pは、前回算出された誤差

検出値 ∆ て に基づいて、受信 したG N S S 信号 とコ 一 ド位相が一致するよう

に、 レプ リカコー ドの コ 一 ド位相が設定された信号である。言い換えれば、

プロンプ トレプ リカ信号 S Rpは、 G N S S 信号 との相関値が最大 となるよう

にコ一 ド位相が設定された信号である。

[0031 ] 図 2 に示すように、第 1 アー リ一 レプ リカ信号 S R Eは、 プロンプ トレプ リ

力信号 S R Pに対 して、 コー ド位相差 て， 2 だけ、 コー ド位相が進んだ信号で

ある。第 2 アー リ一 レプ リカ信号 S RV Eは、 プロンプ トレプ リカ信号 S RPに対

して、 コー ド位相差 て2 2 だけ、 コー ド位相が進んだ信号である。 コー ド位

相差 て2 / 2 は、 コー ド位相差 て， 2 よりも大 きく設定されている。例えば

、 コー ド位相差 て， 2 は 0 . 0 5 チ ップであ り、 コー ド位相差 て2 / 2 は 0

. 0 7 5 チ ップである。

[0032] 図 2 に示すように、第 1 レイ トレプ リカ信号 は、 プロンプ トレプ リカ

信号 S R Pに対 して、 コー ド位相差 て， 2 だけ、 コー ド位相が遅れた信号であ

る。第 2 レイ トレプ リカ信号 S RV Lは、 プロンプ トレプ リカ信号 S RPに対 して

、 コー ド位相差 て2 2 だけ、 コー ド位相が遅れた信号である。

[0033] このようなコー ド位相の設定をすることで、第 1 アー リ一 レプ リカ信号 S R

Eと第 1 レイ トレプ リカ信号 S RL とのコー ド位相差 （スペーシング）は、 て ，

となる。例えば、上述の例であれば、スペーシングは、 0 . 1 チ ップである

。 また、第 2 アー リ一 レプ リカ信号 S RV Eと第 2 レイ トレプ リカ信号 S RV L と

の コ ー ド位相差 （スペーシング）は、 て 2 となる。例えば、上述の例であれば

、スペーシングは、 0 . 1 5 チ ップである。

[0034] G N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S R Pとを相関処理することで、 プ

ロンブ 卜相関値 C V Pを算出する。 G N S S 信号 と第 1 アー リ一 レプ リカ信号

S R Eとを相関処理することで、第 1 アー リ一 相関値 C V Eを算出する。 G N S

S 信号 と第 2 アー リ一 レプ リ力信号 S RV Eとを相関処理することで、第 2 ァ一

リ一相関値 C V V Eを算出する。 G N S S 信号 と第 1 レイ 卜レプ リカ信号 S RL



とを相関処理することで、第 1 レイ ト相関値C V Lを算出する。G N S S 信号

と第 2 レイ トレプリ力信号 S RV L とを相関処理することで、第 2 レイ 卜相関値

C V V Lを算出する。

[0035] 次に、アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇V E L、アーリ一差分値 ∆ 〇V Eおよびレイ

卜差分値 ∆ 〇V Lを算出する （S 1 0 2 ) 。アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇V E Lは

、第 1 アー リ一相関値C V Eを第 1 レイ ト相関値C V Lで減算 し、プロンプ ト

相関値C V Pで除算 （規格化）することによって算出される。具体的には、ァ

—リ一レイ 卜差分値A C V E L = ( C V E - C V L ) / C V Pの計算式を用いて算

出される。アー リ一差分値 ∆ 〇V Eは、第 1 アー リ一相関値C V Eを第 2 ァ一

リ一相関値C V V Eで減算 し、プロンプ ト相関値C V Pで除算 （規格化）するこ

とによって算出される。具体的には、アー リ一差分値 ∆ 〇V Eは、 （∆ 〇ν Ε

= C V E - C V V E) / C V Pの計算式を用いて算出される。 レイ ト差分値 ∆ 〇

V Lは、第 1 レイ 卜相関値C V Lを第 2 レイ 卜相関値C V V Lで減算 し、ブロン

プ 卜相関値C V Pで除算 （規格化）することによって算出される。具体的には

、 レイ ト差分値A C V Lは、 （∆ 〇V L = C V L _ C V V L ) / C V Pの計算式を

用いて算出される。

[0036] 次に、アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇V E L と第 1閾値C 1 とを比較 し、アーリ

—差分値 ∆ 〇ν Ε と第 3 閾値C 3 とを比較する （S 1 0 3 ) 。これは、G N S

S 信号がレイ ト側の不感領域に入ったかどうかを判断する処理に対応する。

[0037] 第 1 閾値C は正値である。第 1閾値C の絶対値は、G N S S 信号がレ

ィ 卜側の不感領域に入るタイミングでのアー リ一 レイ 卜差分値A C V E L = (

C V E - C V L ) / C V Pの絶対値に近 く、当該アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇V E L

の絶対値よりも小さく設定されている。

[0038] 第 3 閾値C 3 は負値である。第 3 閾値C 3 の絶対値は、G N S S 信号がレ

ィ 卜側の不感領域に入るタイミングでのアー リ一差分値 ∆ 〇ν Ε = ( C V E -

C V V E) / C V Pの絶対値に近 く、当該アー リ一差分値 ∆ 〇ν Εの絶対値より

も小さく設定されている。言い換えれば、第 3 閾値C 3 は、G N S S 信号が

レイ 卜側の不感領域に入るタイミングでのアー リ一差分値 ∆ 〇ν Ε = ( C V E



- C V V E ) / C V Pに近 く、当該アー リ 一 差分値 ∆ 〇 ν Εのよりも大 きく設定

されている。

[0039] 第 1 の選択条件であるアー リ 一 レイ 卜差分値 A C V E Lが第 1 閾値 C より

も大 きく且つアー リ一差分値 ∆ 〇 V Eが第 3 閾値 C 3 よりも小さい条件を満た

せば （S 1 0 3 ：Y E S ) 、第 1 誤差検出方法によって誤差検出値 ∆ て （∆

て を算出する （S 1 0 5 ) 。一方、第 1 の選択条件を満たさなければ （S

1 0 3 ：N o ) 、第 2 の選択条件による選択処理 （S 1 0 4 ) に移行する。

この処理は、第 1 の選択条件を満たせば、 G N S S 信号 とレプ リカ信号 S R P

とのコー ド位相が離れ、 プロンプ ト信号が レイ 卜側の不感領域 に入 っている

、 も しくは入 ろうと してお り、 この場合には第 1 誤差検出方法を用いること

を示 している。そ して、第 1 の選択条件を満たさなければ、 G N S S 信号 と

レプ リ力信号 S R Pとの コ 一 ド位相が近 く、 この場合には第 2 誤差検出方法を

用いることを示 している。

[0040] 次 に、 アー リ一 レイ ト差分値 A C V E L と第 2 閾値 C 2 とを比較 し、 レイ ト

差分値 A C V L と第 4 閾値 C 4 とを比較する （S 1 0 4 ) 。 これは、 G N S S

信号がァ一 リ一側の不感領域 に入 ったかどうかを判断する処理 に対応する。

[0041 ] 第 2 閾値 C 2 は負値である。第 2 閾値 C 2 の絶対値は、 G N S S 信号がァ

- リ一側の不感領域 に入るタイミングでのアー リ 一 レイ 卜差分値 ∆ C V E L =

( C V E - C V L ) / C V Pの絶対値 に近 く、当該アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇 ν

E Lの絶対値 よりも小さ く設定されている。言い換えれば、第 2 閾値 C 2 は、

G N S S 信号がァ一 リ一側の不感領域 に入るタイミングでのァ一 リ一 レイ 卜

差分値 A C V E L = ( C V E _ C V L ) / C V Pに近 く、当該アー リ一 レイ ト差分

値 ∆ 〇 V E L よりも大 きく設定されている。

[0042] 第 4 閾値 C 4 は負値である。第 4 閾値 C 4 の絶対値は、 G N S S 信号がァ

- リ一側の不感領域 に入るタィミングでの レィ 卜差分値 ∆ C V L = ( C V L -

C V V L ) / C V Pの絶対値 に近 く、当該 レイ ト差分値の絶対値 よりも小さ く設

定されている。言い換えれば、第 4 閾値 C 4 は、 G N S S 信号がアー リ 一 側

の不感領域 に入るタイミングでの レイ 卜差分値 A C V L = ( C V L - C V V L )



/ C V Pに近 く、当該 レイ 卜差分値A C V Lのよりも大きく設定されている。

[0043] 第 2 の選択条件であるアー リ 一 レイ 卜差分値A C V E Lが第 2 閾値C 2 より

も小さく且つレイ ト差分値 ∆ C V しが第4 閾値C 4 よりも小さい条件を満たせ

ば （S 1 0 4 ：Y E S ) 、第 1誤差検出方法によって誤差検出値 ∆ て （∆ て A

) を算出する （S 1 0 5 ) 。一方、第 2 の選択条件を満たさなければ （S

0 3 ： N o ) 、第 2 誤差検出方法によって誤差検出値 ∆ て （∆ て を算出す

る （S 1 0 6 ) 。 この処理は、第 2 の選択条件を満たせば、G N S S 信号と

レプリカ信号 S Rpとのコ一 ド位相が離れ、プロンプ 卜信号がァ一リ一側の不

感領域に入っている、もしくは入ろうとしており、この場合には第 1誤差検

出方法を用いることを示 している。そして、第 2 の選択条件を満たさなけれ

ば、G N S S 信号とレプリカ信号 S RPとのコー ド位相が近 く、この場合には

第 2 誤差検出方法を用いることを示 している。

[0044] 第 1誤差検出方法では、第 1 アー リ 一 相関値C V Eと第 1 レイ 卜相関値C V

L とプロンプ ト相関値C V Pとを、次の第 1算出式に代入することで、誤差検

出値 ∆ て （∆ て を算出する。

[0045] [数 1]

CV. - CV
∆ τ Α 二 ~ — (式 l )A 2CV

[0046] 第 2 誤差検出方法では、第 1、第 2 アー リ 一 相関値C V E， C V V E、第 1 、

第 2 レイ ト相関値C V L， C V V L とプロンプ ト相関値C V Pとを、次の第 2 算

出式に代入することで、誤差検出値 ∆ て （∆ て を算出する。

[0047] [数2]

」 2(CVE - CVL) - l (CVVE - CVVL ) ―
2( 2 - , )CVp — (式 ）

なお、式 2 において、 て ，は上述のように第 1 アー リ 一 レプリカ信号 S REと

第 1 レイ トレプリカ信号 S RL とのスペーシングであり、 て 2は上述のように第

2 アーリ一レプリ力信号 S RV Eと第 2 レイ トレプリ力信号 S RV L とのスぺ一シ

ングである。



[0049] 次 に、算出された誤差検出値 ∆ て （∆ て Αも しくは ∆ て を用いて、 レブ

リカ信号のコー ド位相制御 を行 う。 この際、誤差検出値 ∆ てが 0 になるよう

に、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pのコー ド位相 を進 ませた り、遅 らせた りす

る。そ して、 このようにプロンプ トレプ リカ信号 S R Pのコー ド位相が設定さ

れることで、上述のように、第 1 、第 2 アー リ一 レプ リカ信号 S R E， S RV E、

第 1 、第 2 レイ トレプ リカ信号 S R L， S RV Lのコー ド位相 も設定される。

[0050] このような誤差検出値 ∆ ての算出および コ 一 ド位相制御 を繰 り返すことで

、 G N S S 信号のコー ド位相 をロック し、当該 G N S S 信号の追尾を行 う。

ここで、 コー ド位相 をロックするとは、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pのコ一

ド位相 とG N S S 信号のコ一 ド位相 とが継続的に略一致するようにコ一 ド位

相制御 を行 うことを示 している。

[0051 ] そ して、本発明では、上述のように、状況に応 じて二種類の算出式を選択

して、誤差検出値 を算出 している。次に、 このような誤差検出値 ∆ ての 算出

式の選択による作用効果を説明する。

[0052] まず、第 1 誤差検出方法 （式 1 ) および第 2 誤差検出方法 （式 2 ) を用い

た場合の、誤差検出値 ∆ ての コー ド位相差特性 について説明する。図 3 は第

誤差検出方法で算出 した誤差検出値 ∆ て Aのコー ド位相差 に対する特性 （9

O O N W ) を示す図である。図 4 は第 2 誤差検出方法で算出 した誤差検出値

∆ て Bのコー ド位相差 に対する特性 （9 0 0 E L S ) を示す図である。なお、

図 3 、図 4 は特性 を分か りやす くするため、概略的に示 している。

[0053] 第 1 誤差検出方法の第 1 算出式 （式 1 ) を用いた場合 （図 3 のような特性

の場合）、 コ一 ド位相差の絶対値が 1 . 0 チ ップ分になるまでは、 コ一 ド位

相差が 0 の場合を除 き、誤差検出値 ∆ て （∆ て は 0 にはな らない。 したが

つて、 コー ド位相差の広い範囲において、 0 でない誤差検出値 ∆ てを得 るこ

とができる。 これにより、 目的のG N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 R P

との コ 一 ド位相差が比較的大 きくても、 これ らのコ一 ド位相が一致するよう

に、確実にプロンプ トレプ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相制御 を行 うことができ

る。



[0054] このような特性から、第 1誤差検出方法は、追尾中に受信環境が悪化 し、

プロンプ トレプリ力信号とG N S S 信号とのコ一 ド位相差が大きくなつて し

まった場合に有効である。これは、第 1誤差検出方法は誤差検出値が 0 でな

くなる範囲が広いからである。 したがって、第 1誤差検出方法では、受信環

境の悪化等によって、プロンプ トレプリカ信号とG N S S 信号のコ一 ド位相

差が大きくなつても誤差検出値が 0 にならない。これにより、G N S S 信号

のコ一 ド位相にプロンプ トレプリカ信号のコ一 ド位相が一致するように、 レ

プリカ信号のコー ド位相制御を行える。一方、後述する第 2 誤差検出方法で

は、図4 に示すように、コー ド位相差が± 1 . 0 チップの範囲内に、誤差検

出値が 0 となる不感領域が存在する。 したがって、当該不感領域にG N S S

信号のコー ド位相が入って しまうと、真の追尾点、すなわちG N S S 信号と

プロンプ トレプリカ信号とのコー ド位相がー致する点へコ一ド位相制御する

ことができなくなって しまう。

[0055] なお、第 1誤差検出方法は、捕捉から追尾に移行する場合に特に有効であ

る。これは、通常、G N S S 信号の捕捉処理では、所定のコー ド位相間隔で

、複数のレプリカ信号を生成 し、G N S S 信号と相関処理 している。そして

、例えば、最も相関値が高いレプリカ信号のコー ド位相を、G N S S 信号の

追尾の初期コー ド位相としている。このため、捕捉時に利用するコー ド位相

間隔や受信状況によって、追尾初期のコ一 ド位相がG N S S 信号の真のコ一

ド位相から離れていることがあるからである。

[0056] 第 2 誤差検出方法の第 2 算出式 （式 2 ) を用いた場合 （図4 のような特性

の場合）、コ一ド位相差の絶対値が 1 . 0 チップ分になるまでに、コ一ド位

相差が 0 の場合以外に、誤差検出値 ∆ て （∆ て が 0 になるコー ド位相範囲

が存在する。 この特性を、より具体的に表現すれば、図4 に示すように、コ

- ド位相差が— 1 . 0 チップよりもコ一 ド位相差が 0 . 0 側の所定チップ （

負値）から+ 1 . 0 チップよりもコ一 ド位相差が 0 . 0 側の所定チップ （正

値）まで、コー ド位相差が 0 の場合を除き、誤差検出値 ∆ て （∆ てB) は0 に

はならない。そして、このような誤差検出値 ∆ てが 0 にならない範囲よりも



コー ド位相差が 0 . 0 から離れる側のコー ド位相差において、所定のコー ド

位相範囲に亘り、誤差検出値 ∆ て （∆ て が 0 になる不感領域が設けられる

。これにより、マルチパス信号を受信 したとしても、マルチパス信号のコ 一

ド位相が不感領域に係 りやすくなる。マルチパス信号のコ一 ド位相が不感領

域に入ることで、当該マルチパス信号による影響を受けず、正確なコー ド位

相制御を行うことができる。

[0057] このような特性から、第 2 誤差検出方法は、プロンプ トレプリカ信号 S RP

とG N S S 信号とのコ一 ド位相が略一致 している状態、すなわちコ一 ド位相

をロックできている場合に、特に有効である。この場合、プロンプ トレプリ

力信号 S RPとG N S S 信号とのコ 一 ド位相差が 0 になるようにコ 一 ド位相を

制御 していて、マルチパス信号を受信 したとしても、誤差検出値 ∆ て （∆ て B

) にマルチパス信号の影響が現れない。 したがって、コー ド位相を正確に制

御することができる。

[0058] このように、目的のG N S S 信号のコー ド位相を継続的にロックできてい

る場合には、第 2 誤差検出方法を用いて誤差検出値 ∆ て を算出し、G N S S

信号とプロンプ トレプリカ信号のコ 一 ド位相差が大きくなつて しまった場合

には第 1誤差検出方法を用いて誤差検出値 ∆ て を算出する。これにより、コ

- ド位相のロック時にはマルチパス信号の影響を受けることなく高精度にG

N S S 信号を追尾 し続け、何 らかの理由によってG N S S 信号とプロンプ ト

レプリカ信号のコ一ド位相差が大きくなつてもG N S S 信号とプロンプ トレ

プリカ信号とコ 一 ド位相が一致するようにコ一 ド位相制御を行うことができ

る。

[0059] 次に、第 1誤差検出方法と第 2 誤差検出方法とを選択するための判断方法

について、より具体的に説明する。

[0060] 図 5 はプロンプ トレプリ力信号 S RPが目的のG N S S 信号に対 してコ 一 ド

位相が遅れている第 1 の状況を示す図である。図 6 はプロンプ トレプリカ信

号 S RPが目的のG N S S 信号に対 してコ 一 ド位相が遅れている第 2 の状況を

示す図である。図 7 はプロンプ トレプリ力信号 S RPが目的のG N S S 信号に



対 してコ一 ド位相が遅れている第 3 の状況を示す図である。

[0061 ] 第 1 の状況は、第 2 の状況よりもプロンプ トレプリカ信号 S R Pと目的のG

N S S 信号 とのコー ド位相差が小さい。第 2 の状況は、第 3 の状況よりもプ

ロンブ 卜レプリカ信号 S Rpと目的のG N S S 信号 とのコ一 ド位相差が小さい

。 コー ド位相差 （第 1 の状況）< コー ド位相差 （第 2 の状況）< コー ド位相

差 （第 3 の状況）の関係 となる。

[0062] 図 8 はプロンプ トレプリ力信号 S R Pが目的のG N S S 信号に対 してコ一 ド

位相が進んでいる第 4 の状況を示す図である。図 9 はプロンプ トレプリ力信

号 S R Pが目的のG N S S 信号に対 してコ一 ド位相が進んでいる第 5 の状況を

示す図である。図 1 0 はプロンプ トレプリカ信号 S R Pが目的のG N S S 信号

に対 してコ一 ド位相が進んでいる第 6 の状況を示す図である。

[0063] 第 4 の状況は、第 5 の状況よりもプロンプ トレプリカ信号 S R Pと目的のG

N S S 信号 とのコー ド位相差が小さい。第 5 の状況は、第 6 の状況よりもプ

ロンブ 卜レプリカ信号 S Rpと目的のG N S S 信号 とのコ一 ド位相差が小さい

。 コー ド位相差 （第 4 の状況）< コー ド位相差 （第 5 の状況）< コー ド位相

差 （第 6 の状況）の関係 となる。

[0064] 図 5 _ 図 1 0 において、 （A ) は レプリカ信号 とG N S S 信号 とのコー ド

位相差に応 じた相関値特性を示 し、 9 0 0 P は相関カープを示す。 （B ) は

第 2 誤差検出方法を用いた場合の誤差検出値のコー ド位相差特性を示 し、 9

O O E L S は、第 2 誤差検出値特性力一プを示す。 （C ) は第 1 誤差検出方

法を用いた場合の誤差検出値のコー ド位相差特性を示 し、 9 0 0 N W は、第

2 誤差検出値特性カープを示す。

[0065] ( 1 ) プロンプ トレプリカ信号 S R Pが目的のG N S S 信号に対 してコー ド

位相が遅れている場合

この場合、 目的のG N S S 信号のコー ド位相は、 プロンプ トレプリカ信号

S R Pのコ一 ド位相よりも進んでいることになる。

[0066] 第 1 の状況 として、図 5 に示すように、 プロンプ トレプリカ信号 S R Pと目

的のG N S S 信号 とのコ一 ド位相が略同 じであ り、 プロンプ トレプリカ信号



S RPのコー ド位相が少 し遅れている場合、第 1、第 2 レイ ト相関値C V L，C

ソ とプロンプ 卜相関値〇ソ ょ、コー ド位相差が正値の範囲 （レイ ト側）に

おいて相関カープ9 0 0 P上に並んで現れる。第 1、第 2 アーリ一相関値C

V E , C V V Eは、コー ド位相差が負値の範囲 （アーリ一側）において相関力一

プ9 0 0 P上に現れる。

[0067] この状況では、第 1 アーリ一相関値C V Eのコー ド位相は、第 1 レイ ト相関

値C V Lのコー ド位相よりも、G N S S 信号のコー ド位相に近 くなる。 したが

つて、第 1 アーリ一相関値C V Eは第 1 レイ 卜相関値C V Lよりも大きくなる

。このため、アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇 V E L = ( C V E _ C V L ) / C V Pは正

値になるが、G N S S 信号とプロンプ トレプリカ信号 S Rpとのコ一 ド位相差

によって決まる0 以上となる。また、アーリ一レイ ト差分値 ∆ 〇 V E Lは、第

アーリ一レプリカ信号 S REとG N S S 信号のコ一 ド位相が一致 した時のァ

—リ一レイ ト差分値A C V E Lよりも小さくなる。すなわち、アーリ一レイ ト

差分値A C V E Lは、 0 に近い正値となる。 したがって、アーリ一レイ ト差分

値A C V E Lは、G N S S 信号とプロンプ トレプリカ信号 S RPとのコ一 ド位相

差によって、正値である第 1閾値C 1 よりも大きくなるかどうかは、G N S

S 信号とプロンプ トレプリ力信号 S RPとのコ一 ド位相差によって異なり、不

明である。

[0068] しか しながら、この状況では、第 1 アーリ一相関値C V Eのコー ド位相は、

第 2 アーリ一相関値C V V Eのコ一 ド位相よりも、G N S S 信号のコ一 ド位相

に近 くなる。 したがって、第 1 アーリ一相関値C V Eは第 2 アーリ一相関値C

V V Eよりも大きくなる。このため、アーリ一差分値 ∆ 〇 ν Ε = ( C V E - C V v

E) / C V Pは正値になり、負値である第 3 閾値C 3 よりも必ず大きくなる。

[0069] 以上のように、第 1 の状況では第 1 の選択基準を満た していないので、第

誤差検出方法が選択される。

[0070] この状況では、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコ一 ド位相の位置はA 点

となり、図 5 ( B ) ， ( C ) に示すように、第 2 誤差検出方法で得 られる誤

差検出値 ∆ てBおよび第 1誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ て Aの双方が



正値 となる。 したがって、第 2 誤差検出方法でも第 1 誤差検出方法でもコ一

ド位相制御が可能である。 しか しなが ら、上述のように第 1 誤差検出方法で

はマルチパス信号の影響 を受けやすいので、第 2 誤差検出方法を用いること

が有効である。

[0071 ] したがって、上述のように第 1 の選択基準 に したがって、 プロンプ トレブ

リカ信号 S R p とG N S S 信号 とのコ一 ド位相差が極小さ く、 コ一 ド位相 を口

ックできている状況では、第 2 誤差検出方法を用いることで、マルチパス信

号の影響 を受けることな く、 目的のG N S S 信号のコ一 ド位相 を継続的に口

ックできるように、正確 にコ一 ド位相制御 を行 うことができる。

[0072] 第 2 の状況 と して、図 6 に示すように、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pと目

的のG N S S 信号 とのコー ド位相が、或程度のコー ド位相差範囲内 （実際に

は第 2 誤差検出方法での不感領域 に入 らない程度のコー ド位相差範囲）で離

間 してお り、 プロンプ トレプ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相が少 し遅れている場

合、第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V L， C V V L とプロンプ ト相関値 C V P、第 1

アー リ一相関値 C V Eは、 コー ド位相差が正値の範囲 （レイ ト側）において相

関カープ 9 0 0 P 上 に並んで現れる。第 2 アー リ一相関値 C V V Eは、 コー ド

位相差が負値の範囲 （アー リ一側）において相関カープ 9 0 0 P 上 に現れる

[0073] この状況では、第 1 アー リ一相関値 C V Eのコー ド位相 と第 2 アー リ一相関

値 C V V Eのコー ド位相 との間に、 G N S S 信号のコー ド位相が存在する。 こ

の場合、 アー リ一差分値 △ 〇V Eは、第 1 アー リ一相関値 C V Eのコー ド位相

が第 2 アー リ一相関値 C V V Eのコー ド位相 よりもG N S S 信号のコ一 ド位相

に近ければ正値 とな り、第 2 アー リ一相関値 C V V Eのコー ド位相が第 1 ァ一

リ一相関値 C V Eのコ一 ド位相 よりもG N S S 信号のコ一 ド位相 に近ければ負

値 となる。 したがって、第 2 アー リ一相関値 C V V Eのコー ド位相の方がG N

S S 信号のコ一 ド位相 に近い範囲において或 コ一 ド位相差以上、 プロンプ ト

レプ リ力信号 C V PがG N S S 信号か ら遅れると、 アー リ一差分値 ∆ 〇V Eは

第 3 閾値 C 3 未満にな り、遅れがこの或 コ一 ド位相差 になるまではアー リ一



差分値 ∆ C V Eは第 3 閾値C 3 以上となる。

[0074] したがって、アー リ一 差分値 ∆ 〇ν Εが第 3 閾値C 3 以上の範囲では、第 1

の選択基準を満た していないので第 2 誤差検出方法が選択され、アー リ一 差

分値 ∆ 〇ν Εが第 3 閾値C 3 未満の範囲になると、第 1 の選択基準が満たされ

て、第 1誤差検出方法が選択される。

[0075] この状況では、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコー ド位相の位置は図 6 (

B ) ， ( C ) のA 2 点に示すように、コー ド位相差が正値側 （レイ 卜側）の

ピークと不感領域になる端部との間に現れる。より具体的には、アー リ一 差

分値 ∆ C V Eが第 3 閾値C 3 以上の範囲ではピ一ク側にA 2 点が現れ、アーリ

一差分値 ∆ C V Eが第 3 閾値C 3 未満の範囲では不感領域側にA 点が現れる

。 ピーク側とは、コー ド位相差の正値側 （レイ ト側）における誤差検出値の

ピークと不感領域になる端部との間におけるピークに近い側の領域を意味す

る。この場合、第 2 誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ て Bおよび第 1誤差

検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ て Aの双方が正値となる。 したがって、第 2

誤差検出方法でも第 1誤差検出方法でもコー ド位相制御が可能である。上述

のように第 1誤差検出方法ではマルチパス信号の影響を受けやすいので、第

2 誤差検出方法を用いる方がよい。すなわち、第 1 の選択基準を満た してい

ない範囲では、第 2 誤差検出方法を用いる方がよい。

[0076] しか しながら、受信環境による誤差等を考慮すると、不感領域に近い側の

コ一ド位相差範囲では、プロンプ トレプリカ信号 S Rpとのコ 一 ド位相が、不

感領域内に入って しまうことが考えられる。逆に、プロンプ トレプリカ信号

S RPのコ一 ド位相を基準として、G N S S 信号のコ 一 ド位相が不感領域内に

入って しまうことが考えられる。 したがって、このアー リ一 差分値 ∆ 〇ν 巳が

第 3 閾値C 3 未満の範囲では第 1誤差検出方法を用いる方がよく、不感領域

の問題も生 じることがない。すなわち、第 1 の選択基準を満た している範囲

では、第 1誤差検出方法を用いる方がよい。

[0077] このように、プロンプ トレプリカ信号 S RPとG N S S 信号のコー ド位相差

が或程度あっても第 1 の選択基準を満た していない範囲では、第 2 誤差検出



方法を用いることで、マルチパス信号の影響を受けることなく、目的のG N

S S 信号のコ一 ド位相を継続的にロックできるように正確にコ一 ド位相制御

を行うことができる。一方、プロンプ トレプリカ信号 S RPとG N S S 信号の

コー ド位相差が大きくなり、第 1 の選択基準を満た した場合には、第 1誤差

検出方法を用いることで、G N S S 信号の追尾を逸脱することなく、継続す

ることができる。

[0078] 第 3 の状況として、図 7 に示すように、プロンプ トレプリカ信号 S RPと目

的のG N S S 信号とのコ一 ド位相差が大きく、プロンプ トレプリカ信号 S RP

のコー ド位相が大きく遅れている場合、第 1、第 2 レイ ト相関値C V L， C V

V L とプロンプ ト相関値C V P、第 1、第 2 アー リ一相関値C V E， C V V Eは、

コー ド位相差が正値の範囲 （レイ ト側）において相関カープ9 0 0 P上に並

んで現れる。

[0079] この状況では、第 1、第 2 レイ ト相関値C V L， C V V L、プロンプ ト相関値

C V P、第 1、第 2 アーリ一相関値C V E， C V V Eのコー ド位相よりも、G N

S S 信号のコー ド位相が進んでいる。この場合、第 1 アー リ一相関値C V Eは

第 1 レイ 卜相関値C V Lよりも大きく、アー リ一 レイ 卜差分値A C V E Lは確実

に第 1閾値C 以上となる。第 1 アー リ一相関値C V Eは第 2 アー リ一相関値

C V V Eよりも小さく、アーリ一差分値 ∆ C V Eは確実に第 3 閾値C 3 未満とな

る。すなわち、第 1 の選択基準を満た し、第 1誤差検出方法が選択される。

[0080] この状況では、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコー ド位相の位置は図 7 (

B ) ， ( C ) のA 3 点に示すように、コー ド位相差が正値側 （レイ 卜側）の

不感領域内に現れる。逆に、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコー ド位相を基

準として、G N S S 信号のコー ド位相が不感領域内に入って しまう。この場

合、第 2 誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ Βは0 になり、第 1誤差検出

方法で得 られる誤差検出値 ∆ てΑは正値となる。 したがって、第 2 誤差検出方

法ではコー ド位相制御が不可能であり、第 1誤差検出方法ではコー ド位相制

御が可能である。 したがって、第 1誤差検出方法を選択 しなければ、コー ド

追尾を継続することができない。



[0081 ] このように、 プロンプ トレプ リカ信号 S R PとG N S S 信号のコー ド位相差

が大 きくな り、第 1 の選択基準 を満た した場合には、第 1 誤差検出方法を用

いることで、 G N S S 信号の追尾を逸脱することな く、継続することができ

る。

[0082] ( 2 ) プロンプ トレプ リカ信号 S R Pが目的のG N S S 信号に対 してコー ド

位相が進んでいる場合

この場合、 目的のG N S S 信号のコー ド位相は、 プロンプ トレプ リカ信号

S R Pのコ一 ド位相 よりも遅れていることになる。

[0083] 第 4 の状況 と して、図 8 に示すように、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pと目

的のG N S S 信号 とのコ一 ド位相が略同 じであ り、 プロンプ トレプ リカ信号

S R Pのコー ド位相が少 し進んでいる場合、第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E，

C V V Eとプロンプ ト相関値 C V p は、 コ一 ド位相差が負値の範囲 （アー リ一側

) において相関カープ 9 0 0 P 上 に現れる。第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V L，

C V V Lは、 コー ド位相差が正値の範囲 （レイ ト側）において相関カープ 9 0

0 P 上 に並んで現れる。

[0084] この状況では、第 1 レイ 卜相関値 C V Lのコー ド位相は、第 1 アー リ一相関

値 C V Eのコー ド位相 よりも、 G N S S 信号のコー ド位相 に近 くなる。 したが

つて、第 1 アー リ一相関値 C V Eは第 1 レイ ト相関値 C V L よりも小さ くなる

。 このため、 アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇V E L = ( C V E _ C V L ) / C V Pは負

値 になるが、 G N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S R p とのコ一 ド位相差

によって決 まる 0 以下 となる。 また、 アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇V E Lは、第

レイ 卜レプ リカ信号 S R L とG N S S 信号のコー ド位相が一致 した時のァ一

リ一 レイ ト差分値 A C V E L よりも大 きくなる。すなわち、 アー リ一 レイ ト差

分値 A C V E Lは、 0 に近い負値 となる。 したがって、 アー リ一 レイ ト差分値

△ C V E Lは、 G N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S RPとのコ一 ド位相差

によって、負値である第 2 閾値 C 2 よりも小さ くなるかどうかは、 G N S S

信号 とプロンプ トレプ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相差 によって異な り、不明で

ある。



[0085] しか しながら、この状況では、第 1 レイ ト相関値C V Lのコー ド位相は、第

2 レイ 卜相関値C V V Lのコー ド位相よりも、G N S S 信号のコー ド位相に近

くなる。 したがって、第 1 レイ 卜相関値C V Lは第 2 レイ 卜相関値C V V Lより

も大きくなる。このため、 レイ ト差分値A C V L = ( C V L - C V V L ) / C V P

は正値になり、負値である第4 閾値C 4 よりも必ず大きくなる。

[0086] 以上のように、第4 の状況では第 2 の選択基準を満た していないので、第

誤差検出方法が選択される。

[0087] この状況では、プロンプ トレプリカ信号 S Rpのコ一 ド位相の位置はB 点

となり、図 8 ( B ) ， ( C ) に示すように、第 2 誤差検出方法で得 られる誤

差検出値 ∆ てBおよび第 1誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ て Aの双方が

負値となる。 したがって、第 2 誤差検出方法でも第 1誤差検出方法でもコ一

ド位相制御が可能である。 しか しながら、上述のように第 1誤差検出方法で

はマルチパス信号の影響を受けやすいので、第 2 誤差検出方法を用いること

が有効である。

[0088] したがって、上述のように第 2 の選択基準にしたがって、プロンプ トレブ

リカ信号 S RpとG N S S 信号とのコ一 ド位相差が極小さく、コ一 ド位相を口

ックできている状況では、第 2 誤差検出方法を用いることで、マルチパス信

号の影響を受けることなく、目的のG N S S 信号のコ一 ド位相を継続的に口

ックできるように、正確にコ一 ド位相制御を行うことができる。

[0089] 第 5 の状況として、図 9 に示すように、プロンプ トレプリカ信号 S RPと目

的のG N S S 信号とのコー ド位相が、或程度のコー ド位相差範囲内 （実際に

は第 2 誤差検出方法での不感領域に入らない程度のコー ド位相差範囲）で離

間 しており、プロンプ トレプリ力信号 S RPのコ一 ド位相が少 し進んでいる場

合、第 1、第 2 アー リ一相関値C V E， C V V Eとプロンプ ト相関値C V Pと第

レイ ト相関値 c v Lは、コー ド位相差が負値の範囲 （アー リ一側）において

相関カープ9 0 0 P上に並んで現れる。第 2 レイ ト相関値C V V Lは、コー ド

位相差が正値の範囲 （レイ ト側）において相関カープ9 0 0 P上に現れる。

[0090] この状況では、第 1 レイ 卜相関値C V Lのコー ド位相と第 2 レイ 卜相関値C



V V Lのコー ド位相 との間に、 G N S S 信号のコー ド位相が存在する。 この場

合、 レイ 卜差分値 A C V L は、 第 1 レイ 卜相関値 C V Lの コー ド位相が第 2 レ

ィ 卜相関値 C V V Lのコ一 ド位相 よりもG N S S 信号のコ一 ド位相 に近ければ

正値 とな り、第 2 レイ 卜相関値 C V V Lのコー ド位相が第 1 レイ 卜相関値 C V L

のコ一 ド位相 よりもG N S S 信号のコ一 ド位相 に近ければ負値 となる。 した

がって、第 2 レイ 卜相関値 C V V Lのコー ド位相の方がG N S S 信号のコー ド

位相 に近い範囲において或 コ一 ド位相差以上、 プロンプ トレプ リ力信号 C V P

がG N S S 信号か ら遅れると、 レイ 卜差分値 ∆ 〇 V L は第 4 閾値 C 4 未満にな

り、遅れがこの或 コ一 ド位相差 になるまでは レイ ト差分値 ∆ C V は第 4 閾値

C 4 以上 となる。

[0091 ] したがって、 レイ ト差分値 A C V Lが第 4 閾値 C 4 以上の範囲では、第 2 の

選択基準 を満た していないので第 2 誤差検出方法が選択され、 レイ 卜差分値

∆ C V が第 4 閾値 C 4 未満の範囲になると、第 3 の選択基準が満たされて、

第 1 誤差検出方法が選択される。

[0092] この状況では、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pのコー ド位相の位置は図 9 (

B ) ， ( C ) の B 2 点に示すように、 コー ド位相差が負値側 （アー リ一側）

の ピークと不感領域 になる端部 との間に現れる。 より具体的には、 レイ ト差

分値 ∆ C V Lが第 4 閾値 C 4 以上の範囲では ピ一ク側 に B 2 点が現れ、 レイ ト

差分値 ∆ C V Lが第 4 閾値 C 4 未満の範囲では不感領域側 に B 点が現れる。

この場合、第 2 誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ Βおよび第 1 誤差検出

方法で得 られる誤差検出値 ∆ てΑの双方が負値 となる。 したがって、第 2 誤差

検出方法でも第 1 誤差検出方法でもコー ド位相制御が可能である。上述のよ

うに第 1 誤差検出方法ではマルチパス信号の影響 を受けやすいので、第 2 誤

差検出方法を用いる方がよい。すなわち、第 2 の選択基準 を満た していない

範囲では、第 2 誤差検出方法を用いる方がよい。

[0093] しか しなが ら、受信環境 による誤差等を考慮すると、不感領域 に近い側の

コ一 ド位相差範囲では、 プロンプ トレプ リカ信号 S Rρとのコ一 ド位相が、不

感領域内に入 って しまうことが考 え られる。逆に、 プロンプ トレプ リカ信号



S RPのコ一 ド位相を基準として、G N S S 信号のコ一 ド位相が不感領域内に

入って しまうことが考えられる。 したがって、このレイ ト差分値A C V Lが第

4 閾値C 4 未満の範囲では第 1誤差検出方法を用いる方がよく、不感領域の

問題も生 じることがない。すなわち、第 2 の選択基準を満た している範囲で

は、第 1誤差検出方法を用いる方がよい。

[0094] このように、プロンプ トレプリカ信号 S RPとG N S S 信号のコー ド位相差

が或程度あっても第 2 の選択基準を満た していない範囲では、第 2 誤差検出

方法を用いることで、マルチパス信号の影響を受けることなく、目的のG N

S S 信号のコ一 ド位相を継続的にロックできるように正確にコ一 ド位相制御

を行うことができる。一方、プロンプ トレプリカ信号 S RPとG N S S 信号の

コー ド位相差が大きくなり、第 2 の選択基準を満た した場合には、第 1誤差

検出方法を用いることで、G N S S 信号の追尾を逸脱することなく、継続す

ることができる。

[0095] 第 6 の状況として、図 1 0 に示すように、プロンプ トレプリカ信号 S RPと

目的のG N S S 信号とのコ一 ド位相差が大きく、プロンプ トレプリカ信号 S R

Pのコー ド位相が大きく進んでいる場合、第 1、第 2 アーリ一相関値C V E，

C V V E、プロンプ ト相関値C V P、第 1、第 2 レイ ト相関値C V L，C V V Lは

、コー ド位相差が負値の範囲 （アーリ一側）において相関カープ9 0 0 口上

に並んで現れる。

[0096] この状況では、第 1、第 2 アーリ一相関値C V E，C V V E、プロンプ ト相関

値C V P、第 1、第 2 レイ ト相関値C V L，C V V Lのコー ド位相よりも、G N

S S 信号のコー ド位相が遅れる。この場合、第 1 アーリ一相関値C V Eは第 1

レイ 卜相関値C V Lよりも小さく、アーリ一レイ 卜差分値 ∆ 〇 V E Lは確実に第

2 閾値C 2 未満となる。第 1 レイ 卜相関値C V Lは第 2 レイ 卜相関値C V V Lよ

りも小さく、 レイ ト差分値A C V Lは確実に第4 閾値C 4 未満となる。すなわ

ち、第 2 の選択基準を満た し、第 1誤差検出方法が選択される。

[0097] この状況では、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコー ド位相の位置は図 1 0

( B ) ， ( C ) の B 3 点に示すように、コー ド位相差が負値側 （アーリ一側



) の不感領域内に現れる。逆に、プロンプ トレプリカ信号 S RPのコー ド位相

を基準として、G N S S 信号のコー ド位相が不感領域内に入って しまう。こ

の場合、第 2 誤差検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ τ Βは0 になり、第 1誤差

検出方法で得 られる誤差検出値 ∆ τ Αは負値となる。 したがって、第 2 誤差検

出方法ではコ一 ド位相制御が不可能であり、第 1誤差検出方法ではコ一 ド位

相制御が可能である。 したがって、第 1誤差検出方法を選択 しなければ、コ

- ド追尾を継続することができない。

[0098] このように、プロンプ トレプリカ信号 S RPとG N S S 信号のコー ド位相差

が大きくなり、第 2 の選択基準を満た した場合には、第 1誤差検出方法を用

いることで、G N S S 信号の追尾を逸脱することなく、継続することができ

る。

[0099] 次に、目的のG N S S 信号を追尾中に、当該目的のG N S S 信号よりも受

信強度の強いマルチパス信号を受信 した場合の追尾動作を説明する。図 1 1

は、プロンプ トレプリカ信号 S RPが目的のG N S S 信号を追尾中に、マルチ

パス信号を受信 した状況の相関値特性を示す図である。図 1 1 において、 9

0 0 Dが目的のG N S S 信号の相関カープであり、 9 0 O M P がマルチパス

信号の相関カープである。 9 0 0 C N 1 が目的のG N S S 信号とマルチパス

信号を合成 した相関カープである。

[01 00] マルチパス信号は、通常、目的のG N S S 信号よりも遅れて受信される。

これは、マルチパス信号が、G N S S 衛星で放送された信号を直接受信 した

ものではなく、一旦高層建築物等に反射 してから受信 したものだからである

。このため、マルチパス信号の相関カープ9 0 O M P は、G N S S 信号の相

関カープ9 0 0 D よりも所定コ一 ド位相分、 レイ ト側に存在する。 したがつ

て、合成相関カープ9 0 O C N 1 は、G N S S 信号の相関ピークとマルチパ

ス信号の相関ピークの双方に極点を有する。合成相関カープ9 0 O C N に

おいては、マルチパス信号の相関ピークはG N S S 信号の相関ピークよりも

高い。 したがって、合成相関カープ9 0 O C N 1 では、マルチパス信号の相

関ピークが、当該合成相関カープ9 0 O C N の相関ピークとなる。



[01 0 1 ] G N S S 信号のコー ドをロック して追尾中、すなわちプロンプ トレプ リカ

信号 S R PとG N S S 信号の コ一 ド位相が一致 している場合、上述のように第

2 誤差検 出方法が用い られている。 この場合、第 2 誤差検 出方法 を用いるた

め、不感領域 に存在するマルチパス信号の影響が誤差検 出値 には現れないが

、相関カープ上は影響 を受け、不容易に第 2 誤差検 出方法か ら第 1 誤差検 出

方法へ移行すると、 当該マルチパス信号の影響 を受け、 当該マルチパス信号

へ追尾が移行 して しまう可能性がある。以下では、 このような場合 について

説明する。

[01 02] 目的の G N S S 信号 を受信 中に、 当該 G N S S 信号 よ りも受信強度が強い

マルチパス信号 を受信すると、合成相関カープ 9 0 O C N 1 は、上述のよう

に図 1 3 のような形状 となる。 このため、第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E A

， C V V E A、 プロンプ ト相関値 C V P A、第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V は ， C

V V L Aは、合成相関カープ 9 0 O C N の相関 ピークのコ一 ド位相 よ りもァ一

リ一側 において合成相関カープ 9 0 O C N 上 に並んで現れる。

[01 03] この場合、第 1 アー リ一相関値 C V E Aは第 1 レイ 卜相関値 C V L Aよ りも小

さ く、 アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇 V E L A = ( C V E A _ C V L A ) / C V P Aは負

値 となる。 こ こで、 第 1 レイ ト相関値 C V L Aが存在するG N S S 信号の コ一

ド位相 とマルチパス信号の コ一 ド位相 との間の相関カープの変化率 は、第 1

アー リ一相関値 C V E A が存在するG N S S 信号のコ一 ド位相 よ りもアー リ一

側の相関カープの変化率 よ りも低 い。 したが って、 この場合のアー リ一 レイ

卜差分値 A C V E L Aは、上述の第 6 の状況 におけるアー リ一 レイ 卜差分値 ∆ 〇

V E L よ りも 0 に近 くなる。

[01 04] また、第 1 レイ ト相関値 C V L Aは、第 2 レイ ト相関値 C V V L Aよ りも小さ く

、 レイ ト差分値 A C V L = ( C V L A - C V V L A ) / C V P Aも負値 となる。 ここ

で、第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V L A， C V V L Aが存在するG N S S 信号の コ一

ド位相 とマルチパス信号の コ一 ド位相 との間の相関カープの変化率 は、 プロ

ンプ 卜相関値 C V P Aや第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E A， C V V E Aが存在す

るG N S S 信号の コ一 ド位相 よ りもァ一 リ一側の相関カープの変化率 よ りも



低 い。 したが って、 この場合の レイ ト差分値 ∆ 〇V L Aは、上述の第 6 の状況

における レイ 卜差分値 A C V L よ りも 0 に近 くなる。

[01 05] このような特性 を利用 し、第 2 閾値 C 2 および第 4 閾値 C 4 の絶対値 を大

きく設定する。例 えば、図 1 0 に示 した、第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E，

C V V E、 プロンプ ト相関値 C V P、第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V L， C V V L は

、 コー ド位相差が負値の範囲 （アー リ一側）において相関カープ 9 0 0 口上

に並んで現れるような状態 におけるアー リ一 レイ 卜差分値 A C V E Lや レイ 卜

差分値 A C V L の絶対値 に近 くなるように設定する。

[01 06] このように、第 2 閾値 C 2 および第 4 閾値 C 4 を設定することで、図 1 1

に示すような状況では、 アー リ一 レイ 卜差分値 ∆ 〇V E L Aが第 2 閾値 C 2 未満

にな りに くくな り、 レイ 卜差分値 A C V L A が第 4 閾値 C 4 未満 にな りに くく

なる。 したが って、第 2 誤差検 出方法か ら第 1 誤差検 出方法 に切 り替わ りに

くく、第 2 誤差検 出方法 を継続的に用いることがで きる。 これによ り、 目的

の G N S S 信号 を追尾中にマルチパス信号 を受信 しても、 当該マルチパス信

号へ追尾が移行することな く、 目的の G N S S 信号 を継続 して追尾すること

がで きる。

[01 07] 図 1 2 は、 目的の G N S S 信号 （直接波信号）のみを受信 した状態か ら、

目的の G N S S 信号 に加えてマルチパス信号 を受信する状態 に移行する間の

コー ド位相の追尾の遷移 を示す図である。図 1 2 ( A ) は 目的の G N S S 信

号のみを受信 し受信強度が高い状態 を示 し、図 1 2 ( B ) は 目的の G N S S

信号のみを受信 し受信強度が低 い状態 を示 し、図 1 2 ( C ) はマルチパス信

号が追加 されたタイミングでの状態 を示す。図 1 2 ( D ) ， ( E ) はマルチ

パス信号が追加 されてか ら所定時間経過後の状態 を示 し、図 1 2 ( D ) ， (

E ) では異なる経過時間の状態 を示 している。

[01 08] 図 1 2 ( A ) に示すように、 目的の G N S S 信号 （直接波信号）のみを受

信 している状況では、第 2 誤差検 出方法 によってコ一 ドの追尾が行われてい

る。 ここで、図 1 2 ( B ) に示すように、 G N S S 信号 （直接波信号）の受

信強度が低下 しても、 当該 G N S S 信号 （直接波信号）のみを受信 していれ



ば、第 1 、第 2 の選択基準 を満たす ことはな く、継続的に第 2 誤差検 出方法

が用い られる。

[01 09] 次 に、 G N S S 信号 （直接波信号）よ りも受信強度が強いマルチパス信号

を受信すると、図 1 2 ( C ) に示すように、相関カープが変化 して相関力一

プの ピークがマルチパス信号のコー ド位相 となる。 しか しなが ら、上述のよ

うに第 2 閾値 C 2 と第 4 閾値 C 4 を設定 してお くことで、第 2 の選択基準 は

満たされず、 コー ド追尾点 （プロンプ トレプ リカ信号 S R Pのコー ド位相）は

、 目的の G N S S 信号 （直接波信号）のコー ド位相 に略一致 したままとなる

。 さ らに、図 1 2 ( D ) ，図 1 2 ( E ) に示すように時刻が経過 しても、合

成相関カープの形状 は殆 ど変化 しないので、図 1 2 ( C ) の状態 と同様 に、

第 2 の選択基準 は満たされない。 したが って、 コー ド追尾点 （プロンプ トレ

プ リカ信号 S R Pのコー ド位相）は、 目的の G N S S 信号 （直接波信号）のコ

- ド位相 に略一致 したままとなる。

[01 10] 以上のように、第 2 閾値 C 2 および第 4 閾値 C 4 を適宜設定することで、

目的の G N S S 信号 （直接波信号）を追尾中にマルチパス信号 を受信 しても

、 当該マルチパス信号へ追尾が移行することな く、 目的の G N S S 信号 を継

続 して追尾することがで きる。

[01 11] 次 に、マルチパス信号 しか受信で きていない時に、 よ り受信強度が強い目

的の G N S S 信号 （直接波信号）を受信 した場合の追尾動作 を説明する。図

3 は、 プロンプ トレプ リカ信号 S R Pがマルチパス信号のコー ド位相 に略一

致 している時に、 目的の G N S S 信号 を受信 した状況の相関値特性 を示す図

である。図 1 3 において、 9 0 0 D が 目的の G N S S 信号の相関カープであ

り、 9 0 O M P がマルチパス信号の相関カープである。 9 0 0 C N 2 が 目的

の G N S S 信号 とマルチパス信号 を合成 した相関カープである。

[01 12] マルチパス信号は、上述のように、 目的の G N S S 信号 よ りも遅れて受信

される。 このため、 G N S S 信号の相関カープ 9 0 0 D は、マルチパス信号

の相関カープ 9 0 0 M P よ りも所定 コ一 ド位相分、 アー リ一側 に存在する。

したが って、合成相関カープ 9 0 O C N 2 は、 G N S S 信号の相関 ピークと



マルチパス信号の相関 ピークの双方 に極点を有する。合成相関カープ 9 0 0

C N においては、 G N S S 信号の相関 ピークはマルチパス信号の相関 ピ一

クよ りも高い。 したが って、合成相関カープ 9 0 O C N 2 では、 G N S S 信

号の相関 ピークが、 当該合成相関カープ 9 0 O C N 2 の相関 ピークとなる。

[01 13] マルチパス信号 しか受信で きず、 当該マルチパス信号のコー ド位相 とプロ

ンプ トレプ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相が略一致 している場合、上述のように

第 2 誤差検 出方法が用い られている。 この場合、第 2 誤差検 出方法 を用いる

ため、不感領域 に現れる目的の G N S S 信号の影響 は、直接誤差検 出値 には

現れないが、相関カープ上は影響 を受ける。 この場合 には、マルチパス信号

か ら目的の G N S S 信号へ追尾が移行することが望 ま しい。以下では、 この

ような場合 について説明する。

[01 14] マルチパス信号のみを受信 中に、 当該マルチパス信号 よ りも受信強度が強

いG N S S 信号 を受信すると、合成相関カープ 9 0 O C N 2 は、上述のよう

に、図 1 3 のような形状 となる。 このため、第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E

B , 〇V V E B、 プロンプ ト相関値 C V P B、第 1 、第 2 レイ ト相関値 C V L B， C

V V L B は、合成相関力一プ 9 0 0 C N 2 の相関 ピークのコ一 ド位相 よ りも レイ

卜側 において合成相関カープ 9 0 O C N 2 上 に並んで現れる。

[01 15] この場合、上述の第 3 の状況 と同様 に、第 1 アー リ一相関値 C V E Bは第 1

レイ ト相関値 C V L Bよ りも大 きく、 アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇V E L B = ( C V

E B - C V L B ) / C V P Bは正値 となる。 また、第 1 アー リ一相関値 C V E Bは、

第 2 アー リ一相関値 C V V E Bよ りも小さ く、 アー リ一差分値 ∆ 〇V E Bは負値 と

なる。

[01 16] このような特性 を利用 し、第 1 閾値 C および第 3 閾値 C 3 の絶対値 を小

さ く設定する。例 えば、絶対値が 0 に極近接するように設定する。 いいかえ

れば、第 1 閾値 C 1 の絶対値 を第 2 閾値 C 2 の絶対値 よ りも小さ くする。第

3 閾値 C 3 の絶対値 を第 4 閾値 C 4 の絶対値 よ りも小さ くする。

[01 17] このように、第 1 閾値 C 1 および第 3 閾値 C 3 を設定することで、図 1 3

に示すような状況では、 アー リ一 レイ 卜差分値 ∆ 〇V E L Bが第 2 閾値 C よ り



大 きくな りやす く、 アー リ一差分値 ∆ 〇 ν Ε Βが第 3 閾値 C 3 未満 にな りやす

くなる。 したが って、第 1 の選択基準 を満た しやす く、第 2 誤差検 出方法か

ら第 1 誤差検 出方法 に切 り替わ り易 くすることがで きる。 これによ り、 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 S R Pのコ一 ド位相が G N S S 信号 と離れていても、 当該

G N S S 信号 を追尾するようにコ一 ド位相制御 を行 うことがで きる。 この結

果、マルチパス信号 しか受信で きなか った状況で、 目的の G N S S 信号 を受

信 した場合 に、 当該 G N S S 信号へ追尾 を移行することがで きる。

[01 18] 次 に、図 1 3 の状況か らレプ リカ信号のコー ド位相 を制御 していき、 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 S R pの コ一 ド位相が G N S S 信号のコ一 ド位相 に近接 し

た場合 について説明する。図 1 4 は、マルチパス信号のある環境下で、 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 S R pの コー ド位相が 目的の G N S S 信号 に近接 した状況

の相関値特性 を示す図である。なお、図 1 4 の各相関カープは、図 1 3 の各

相関カープと同 じであるので説明は省略する。

[01 19] この状況では、第 1 アー リ一相関値 C V E T、 プロンプ ト相関値 C V P T、第

1 、第 2 レイ ト相関値 C V L T， C V V L Tは、合成相関カープ 9 0 O C N 2 の相

関 ピークのコー ド位相 よ りも レイ ト側 において合成相関カープ 9 0 0 C N 2

上 に並んで現れる。第 2 アー リ一相関値 C V V E Tは、合成相関カープ 9 0 O C

N 2 の相関 ピークのコー ド位相 よ りもアー リ一側 において合成相関力一プ 9

0 0 C N 2 上 に現れる。

[01 20] この場合、第 1 アー リ一相関値 C V E Tは第 1 レイ 卜相関値 C V L T よ りも大

きく、 アー リ一 レイ 卜差分値 A C V E L T = ( C V E - C V L ) / C V P Tは正

値 となる。 また、第 1 アー リ一相関値 C V E Tは、第 2 アー リ一相関値 C V V E T

よ りも合成相関カープ 9 0 O C N 2 の相関 ピークのコ一 ド位相 に近い。 した

が って、第 1 アー リ一相関値 C V E Tは、第 2 アー リ一相関値 C V V E T よ りも大

きく、 アー リ一差分値 ∆ 〇V E Tは正値 となる。

[01 2 1 ] これ によ り、第 1 の選択基準 を満たせな くな り、第 1 誤差検 出方法か ら第

2 誤差検 出方法へ切 り替わる。以降は、第 2 誤差検 出方法 によってプロンプ

トレプ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相が G N S S 信号のコ一 ド位相 に略一致する



ようにコー ド位相制御 される。すなわち、マルチパス信号があ っても、 G N

S S 信号の コ一 ド位相が正確 にロックされ、継続亭にG N S S 信号 を追尾す

ることがで きる。

[01 22] 図 1 5 は、 マルチパス信号 しか受信で きない状況か ら、マルチパス信号 と

は別 に目的の G N S S 信号 を受信で きる状況 に移行する間の コ一 ド位相の追

尾の遷移 を示す図である。図 1 5 ( A ) はマルチパス信号のみを受信 した状

況 を示す。図 1 5 ( B ) 、 ( C ) 、 ( D ) 、 ( E ) は、 マルチパス信号 に加

えて 目的の G N S S 信号の受信 した状況 を示す。図 1 5 ( B ) 、 図 1 5 ( C

) 、 図 1 5 ( D ) 、 図 1 5 ( E ) の順 で、時間が経過 している。図 1 5 ( F

) はマルチパス信号がな くな り、 G N S S 信号のみを受信 した状況 を示す。

[01 23] 図 1 5 ( A ) に示すように、マルチパス信号のみ しか受信で きない状況で

は、第 2 誤差検 出方法 によってマルチパス信号のコ一 ド位相 にプロンプ トレ

プ リ力信号 S R Pのコ一 ド位相が ロックされる。

[01 24] 次 に、マルチ波信号 よ りも受信強度が強いG N S S 信号 （直接波信号）を

受信すると、図 1 5 ( B ) に示すように、相関カープが変化 して相関カープ

の ピークが G N S S 信号のコー ド位相 となる。 これによ り、上述のように、

第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E， C V V E、 プロンプ ト相関値 C V P、第 1 、

第 2 レイ ト相関値 C V い C V V L は、相関カープの レイ ト側の傾斜上 に現れる

。 したが って、 アー リ一 レイ ト差分値 A C V E L は正値 とな り、 アー リ一差分

値 ∆ C V Eは負値 となる。 こ こで、 第 1 閾値 C 1 と第 3 閾値 C 3 の絶対値が小

さ く設定されているので、 アー リ一 レイ 卜差分値 ∆ 〇 V E L は第 1 閾値 C よ

りも大 きくな り、 アー リ一差分値 ∆ 〇 ν Εは第 3 閾値 C 3 未満 となる。 したが

つて、第 1 の選択基準が満たされ、第 2 誤差検 出方法か ら第 1 誤差検 出方法

へ 切 り替わる。

[01 25] このように第 1 誤差検 出方法が用い られることで、図 1 5 ( C ) ， ( D )

に示すように、 コ一 ド追尾点が G N S S 信号の コ一 ド位相 に移 る。

[01 26] そ して、図 1 5 ( D ) に示す状態では、第 1 、第 2 アー リ一相関値 C V E，

C V V Eが相関カープのァ一 リ一側の傾斜上 に現れ、第 1 、第 2 レイ 卜相関値



c V L , C V V L は、相関カープの レイ ト側の傾斜上 に現れる。 したが って、第

の選択基準 は満たされず、第 1 誤差検 出方法か ら第 2 誤差検 出方法 に切 り

替わる。 さ らに、図 1 5 ( E ) に示すように、相関カープの形状 は殆 ど変化

しないままで時間が経過 しても、第 1 、第 2 の選択基準 は満たされないまま

なので、 コー ド追尾点は、 G N S S 信号のコー ド位相 に維持 される。 さ らに

、図 1 5 ( E ) の状況か らマルチパス信号がな くな り、図 1 5 ( F ) の状況

になると、第 1 、第 2 の選択基準 はさ らに満たされ難 くな り、 コー ド追尾点

は、 G N S S 信号のコ一 ド位相 に正確 に維持 される。

[01 27] このように、第 1 閾値 C 1 および第 3 閾値 C 3 を適宜設定することで、マ

ルチパス信号 しか受信で きない状況か ら目的の G N S S 信号 （直接波信号）

の受信が復帰 した場合 に、 G N S S 信号へ追尾が移行 し、 コー ド追尾点の移

動後 はG N S S 信号 を継続 して追尾することがで きる。

[01 28] 以上のように、本実施形態の G N S S 信号処理方法 を用いれば、マルチパ

ス信号の受信等か ら生 じる受信環境の変化の影響 を抑制 し、 目的の G N S S

信号 （直接波信号）を継続的に追尾することがで きる。

[01 29] なお、 G N S S 信号の追尾の際には、具体的に上述の処理 を、次 に示すよ

うな方法で利用することがで きる。 G N S S 信号の追尾 を開始する時、 G N

S S 信号 とプロンプ トレプ リ力信号 S R Pとのコ一 ド位相が近いとは限 らない

。 したが って、 G N S S 信号の追尾開始の時点では、第 1 誤差検 出方法 を用

いて、 G N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S R Pとのコ一 ド位相 を一致 さ

せるように、 コー ド位相制御 を行 う。 そ して、例 えば、上述 アー リ一差分値

△ C V Eや レイ 卜差分値 A C V Lの符号 に基づいて、 G N S S 信号 とプロンプ

卜レプ リカ信号 S R pとの コ一 ド位相が近接 した ことを検 出すると、第 2 誤差

検 出方法 に切 り替えて、 G N S S 信号の追尾 を継続する。

[01 30] 第 2 誤差検 出方法 にて G N S S 信号 を追尾中は、上述の第 1 の選択基準 お

よび第 2 の選択基準 を用いて、 G N S S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S R p

との コー ド位相差 を監視する。第 1 の選択基準 および第 2 の選択基準 を満た

した ことを検 出すると、すなわち G N S S 信号 とプロンプ トレプ リ力信号 S R



pとの コ 一 ド位相差が所定値 よ りも大 きくな つた と判断すると、第 1 誤差検 出

方法 に切 り替えて G N S S 信号の追尾 を継続する。

[01 3 1 ] このような本実施形態の G N S S 信号処理方法は、次 に示す機能部の構成

によって実現することが可能である。図 1 6 は本発明の実施形態 に係 る測位

装置 1 の構成 を示すプロック図である。図 1 7 は復調部 1 3 の構成 を示すプ

口ック図である。

[01 32] 測位装置 1 は、 G N S S 受信 アンテナ 1 1 、 R F 処理部 1 2 、本発明の G

N S S 信号処理装置 に相 当する復調部 1 3 、航法 メッセ一ジ解析部 1 4 、 お

よび測位演算部 1 5 を備 える。

[01 33] G N S S 受信 アンテナ 1 1 は、 G N S S 衛星 （G P S 衛星等）か ら送信 さ

れるG N S S 信号 を受信 し、 ダウンコンバータ 1 2 へ 出力する。 ダウンコン

バ一タ 1 2 は、 G N S S 信号 を所定の中間周波数信号 （以下、 I F 信号 と称

する）に変換 し、復調部 1 3 へ 出力する。

[01 34] 復調部 1 3 は、具体的な構成 は図 1 7 を用いて後述するが、 I F 信号の捕

捉 を行 うとともに、上述のような誤差検 出値 ∆ て に よる レプ リ力信号のコ一

ド位相制御 を行 って、 I F 信号か らなるG N S S 信号の追尾 を行 う。復調部

1 3 は、 G N S S 信号のコー ド位相 をロック し、追尾 に成功すると、 G N S

S 信号 とプロンプ トレプ リカ信号 S R pとの相関値 （プロンプ ト相関値 C V p)

を航法 メッセ一ジ解析部 1 4 へ 出力する。 また、復調部 1 3 は、追尾状態 に

おいて、誤差検 出値 ∆ て を所定時間積算することで擬似距離 を算出 し、測位

演算部 1 5 へ 出力する。

[01 35] 航法 メッセージ解析部 1 4 は、復調部 1 3 か らのプロンプ ト相関値 C V Pか

ら航法 メッセ一ジを復調 して解析 し、 その内容 を測位演算部 1 5 に与える。

測位演算部 1 5 は、航法 メッセ一ジ解析部 1 4 か らの航法 メッセ一ジの内容

と、復調部 1 3 か らの擬似距離 に基づいて測位演算 を行い、測位装置 1 の位

置 を推定演算する。

[01 36] 復調部 1 3 は、図 1 1 に示すように、 レプ リカ信号発生部 3 1 、相関部 3

2 P , 3 2 V E , 3 2 E , 3 2 L , 3 2 V L 、演算部 3 3 を備 える。



[01 37] レプリカコ一 ド生成部 3 は、演算部 3 3 から与えられたコ一 ド位相制御

信号に基づいて、上述のプロンプ トレプリカ信号 S RP、第 1 アー リ一 レプリ

力信号 S RE、第 2 アー リ一 レプリカ信号 S RV E、第 1 レイ トレプリカ信号 S R

L 第 2 レイ トレプリカ信号 S RV Lを生成する。 レプリカコー ド生成部 3 1 は

、プロンプ トレプリカ信号 S RPを相関部 3 2 Pへ出力する。 レプリカコー ド

生成部 3 1 は、第 1 アー リ一 レプリカ信号 S REを相関部 3 2 Eへ出力する。

レプリカコー ド生成部 3 は、第 2 アー リ一 レプリカ信号 S RV Eを相関部 3 2

V Eへ出力する。 レプリカコー ド生成部 3 1 は、第 1 レイ トレプリカ信号 S R

L を相関部 3 2 L へ出力する。 レプリカコー ド生成部 3 1 は、第 2 レイ トレブ

リ力信号 S RV Lを相関部 3 2 V L へ出力する。

[01 38] 相関部 3 2 P は、G N S S 信号とプロンプ トレプリカ信号 S RPとを相関処

理 し、プロンプ ト相関値C V Pを出力する。プロンプ ト相関値C V Pは、演算

部 3 3 に出力されるとともに、航法メッセージ解析部 1 4 にも出力される。

相関部 3 2 E は、G N S S 信号と第 1 アー リ一 レプリカ信号 S REとを相関処

理 し、第 1 アー リ一相関値C V Eを出力する。第 1 アー リ一相関値C V Eは、

演算部 3 3 に出力される。相関部 3 2 V E は、G N S S 信号と第 2 アー リ一

レプリ力信号 S RV Eとを相関処理 し、第 2 アー リ一相関値C V V Eを出力する。

第 2 アーリ一相関値C V V Eは、演算部 3 3 に出力される。相関部 3 2 L は、

G N S S 信号と第 1 レイ 卜レプリカ信号 とを相関処理 し、第 1 レイ 卜相

関値C V Lを出力する。第 1 レイ 卜相関値C V Lは、演算部 3 3 に出力される

。相関部 3 2 V L は、G N S S 信号と第 2 レイ 卜レプリカ信号 S RV L とを相関

処理 し、第 2 レイ ト相関値C V V Lを出力する。第 2 レイ ト相関値C V V Lは、

演算部 3 3 に出力される。

[01 39] 演算部 3 3 は、C P U等によって構成される。演算部 3 3 には、上述の誤

差検出値算出演算およびコー ド位相制御を実現するプログラムが記憶されて

おり、当該プログラムを読み出して、実行する。

[0140] 演算部 3 3 は、プロンプ ト相関値C V P、第 1 アー リ一相関値C V E、第 2

アー リ一相関値C V V E、第 1 レイ 卜相関値C V い 第 2 レイ 卜相関値C V V Lを



用いて、上述のように誤差検出方法を選択する。演算部 3 3 は、選択 した誤

差検出方法によって誤差検出値 ∆ てを算出する。演算部 3 3 は、算出した誤

差検出値 ∆ てに基づいて、プロンプトレプリカ信号とG N S S 信号のコ一 ド

位相差が 0 に近づくようにコ一 ド位相制御信号を生成する。演算部 3 3 は、

コー ド位相制御信号をレプリカ信号生成部 3 に与える。

[0141 ] このような構成を用いることで、上述のように、G N S S 信号を確実且つ

正確に追尾することができる。そして、正確な追尾が行えることで、G N S

S 信号のコ一 ド位相を高精度に取得でき、航法メッセージの復調および擬似

距離の算出を高精度に行うことができる。これにより、高精度な測位を行う

ことができる。

[0142] なお、上述の説明では、測位装置 1 を、各機能部に分けて測位処理を行う

例を示 したが、 R F 処理部 1 2 、復調部 1 3 、航法メッセ一ジ解析部 1 4 、

および測位演算部 1 5 を、コンピュータ等の情報処理装置で一体化 してもよ

し、。この場合、具体的には上述の各処理を含む図 1 8 に示す測位処理のフロ

—チヤ一 卜をプログラム化 して記憶 しておく。そして、当該測位のプロダラ

厶を情報処理装置で読み出して実行する。図 1 8 は、本発明の実施形態に係

る測位方法のフローチヤ一 卜である。

[0143] G N S S 信号を受信 して、捕捉を行う （S 2 0 1 ) 。捕捉方法としては、

上述のように、所定のコー ド位相間隔で、複数のレプリカ信号を生成する。

複数のレプリカ信号のそれぞれとG N S S 信号とを相関処理する。最も相関

値の高いレプリ力信号のコ一 ド位相を、G N S S 信号のコ一 ド位相として設

定する。

[0144] 捕捉によって設定したコー ド位相を初期位相として、追尾を開始する （S

2 0 2 ) 。 この際、アーリ一 レイ ト差分値 ∆ 〇V E Lが第 1 閾値 C 1 (正値）

よりも大きい且つアー リ一差分値 ∆ 〇 ν Ε が第 3 閾値 C 3 (負値）未満である

第 1 の選択基準と、アーリ一レイ ト差分値A C V E Lが第 2 閾値 C 2 (負値）

未満且つレイ ト差分値 ∆ 〇V Lが第 4 閾値 C 4 (負値）未満である第 2 の選択

基準とにしたがって、誤差検出値 ∆ ての算出方法を選択 しながら、G N S S



信号の追尾を行う。

[0145] 誤差検出値 ∆ て を所定時間毎に積算 して、擬似距離を算出する （S 2 0 3

) 。プロンプ ト相関値C V Pを積算することで、航法メッセージを復調 して取

得する （S 2 0 4 ) 。なお、擬似距離の算出処理と航法メッセ一ジを復調、

取得処理とは、特に順序をこれに限るものではなく、同時並行に行ってもよ

い。

[0146] 取得 した擬似距離と航法メッセージとを用いて測位演算を行う （S 2 0 5

)

[0147] このような測位装置 1や測位機能は、図 1 9 に示すような移動端末 1 0 0

に利用される。図 1 9 は、本発明の実施形態に係る測位装置 1 を備えた移動

端末 1 0 0 の主要構成を示すプロック図である。

[0148] 図 1 9 に示すような移動端末 1 0 0 は、例えば携帯電話機、力一ナビゲ一

シヨン装置、 P N D、 カメラ、時計等であり、G N S S 受信アンテナ 1 1、

R F 処理部 1 2 、復調部 1 3 、航法メッセージ解析部 1 4 、測位演算部 1 5

、アプリケーション処理部 1 2 0 を備える。G N S S 受信アンテナ 1 1、 R

F 処理部 1 2 、復調部 1 3 、航法メッセージ解析部 1 4 、測位演算部 1 5 は

、上述の構成のものであり、これらにより上述のように測位装置 1 が構成さ

れている。

[0149] アプリケ一ション処理部 1 2 0 は、測位装置 1 から出力された測位結果に

基づいて、自装置位置ゃ自装置速度を表示 したり、ナビゲ一シヨン等に利用

するための処理を実行する。

[01 50] このような構成において、上述の高精度な測位結果を得られることで、高

精度な位置表示ゃナピゲ一ション等を実現することができる。

[01 5 1 ] なお、上述の説明では、第 1誤差検出方法として、第 1 アーリ一相関値C

V Eと第 1 レイ 卜相関値C V Lから誤差検出値 ∆ て Aを算出した。第 1誤差検出

方法として、第 2 アー リ一 相関値C V V Eと第 1 レイ ト相関値C V V Lから誤差

検出値 ∆ て A Aを算出してもよい。

[01 52] この場合には、次式を用いればよい。



[01 53] [ 数 3]

=
c-v' 、V ,E。- c v 、V ,L ― (式 お

Α 2CV

[01 54] また、 アー リ一差分値 ∆ 〇 V Eや レイ ト差分値 ∆ 〇 V Lの算出用のスぺ一シ

ングと、誤差検 出値の算出用のスペーシングを異な らせてもよい。

[01 55] また、第 1 閾値 C 1 、第 2 閾値 C 2 、第 3 閾値 C 3 、第 4 閾値 C 4 は、誤

差検 出方法 を切 り替えやす くするか どうか等の仕様 に応 じて、適宜設定すれ

ばよい。 この際、上述のように、第 1 閾値 C の絶対値が第 2 閾値 C の絶

対値 よ りも小さ く、第 3 閾値 C 3 の絶対値が第 4 閾値 C 4 の絶対値 よ りも小

さ くなるように設定すればよい。

[01 56] また、上述の説明では、 （A ) アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇 V E L と第 1 閾値

C との大小関係、 アー リ一差分値 ∆ 〇 ν Ε と第 3 閾値 C 3 との大小関係 と、

( Β ) アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇 ν Ε と第 2 閾値 C 2 との大小関係、 レイ ト

差分値 A C V L と第 4 閾値 C 4 との大小関係の双方 （（A ) a n d ( B ) ) で

、第 1 誤差検 出方法 と第 2 誤差検 出方法 を切 り替える例 を示 した。 こ こで、

レイ 卜方向のみも しくはアー リ一方向のみの誤差検 出方法の切 り替えであれ

ば、 （A ) アー リ一 レイ ト差分値 ∆ 〇 ν Ε と第 1 閾値 C 1 との大小関係、 ァ

— リ一差分値 ∆ 〇 ν Ε と第 3 閾値 C 3 との大小関係 と、 （Β ) アー リ一 レイ ト

差分値 ∆ 〇 ν Ε と第 2 閾値 C 2 との大小関係、 レイ 卜差分値 A C V L と第 4 閾

値 C 4 との大小関係のいずれかのみ （（A ) o r ( B ) ) で、第 1 誤差検 出

方法 と第 2 誤差検 出方法 を切 り替えるようにすることも可能である。

符号の説明

[01 57] ：測位装置、

：G N S S 受信 アンテナ 1 1 、

：R F 処理部、

3 ：復調部、

：航法 メッセ一ジ解析部、

1 5 ：測位演算部、



：レプ リカ信号発生部、

P , 3 2 V E , 3 2 E , 3 2 L , 3 2 V L ：相 関咅ん

：演算部

0 : 移動端末、

0 ：アプ リケ 一 シ ョン処理部



請求の範囲

[ 請求項 1] プロンプ トレプ リカ信号 に対 して第 1 コー ド位相進んだ第 1 アー リ

— レプ リカ信号、前記 プロンプ トレプ リカ信号 に対 して前記第 1 コ一

ド位相遅れた第 1 レイ トレプ リ力信号、前記 プロンプ トレプ リ力信号

に対 して第 2 コ一 ド位相進んだ第 2 アー リ一 レプ リカ信号、前記 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 に対 して第 2 コ一 ド位相遅れた第 2 レイ トレプ リ

力信号のそれぞれ と、前記 G N S S 信号 とを相関処理する相関処理ェ

程 と、

前記 G N S S 信号 と前記第 1 アー リ一 レプ リ力信号 との相関結果 に

よる第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号 と前記第 1 レイ トレブ

リカ信号 との相関結果 による第 1 レイ 卜相関値 を減算 してアー リ一 レ

ィ 卜差分値 を算出 し、前記第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号

と前記第 2 アー リ一 レプ リ力信号 との相関結果 による第 2 アー リ一相

関値 を減算 してアー リ一差分値 を算出 し、前記第 1 レイ 卜相関値か ら

前記 G N S S 信号 と前記第 2 レイ トレプ リ力信号 との相関結果 による

第 2 レイ 卜相関値 を減算 して レイ 卜差分値 を算出する差分値算出工程

と、

前記 アー リ一 レイ ト差分値 と前記 アー リ一差分値、 または、前記 ァ

一 リー レイ 卜差分値 と前記 レイ 卜差分値 とに基づいて誤差算出方法 を

設定 し、設定 した誤差算出方法 を用いて誤差検 出値 を算出する誤差検

出値算出工程 と、

前記誤差検 出値 に基づいて前記 プロンプ トレプ リ力信号の コ一 ド位

相 を制御するコー ド位相制御工程 と、 を有するG N S S 信号処理方法

[ 請求項2] 請求項 1 に記載の G N S S 信号処理方法であ つて、

前記差分値算出工程 は、

前記 プロンプ トレプ リ力信号 と前記 G N S S 信号 との相関値で、前

記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値 および前記 レイ 卜差分



値 を除算する、 G N S S 信号処理方法。

[ 請求項3] 請求項 2 に記載の G N S S 信号処理方法であ つて、

前記誤差検 出値算出工程 は、

前記 アー リ一 レイ 卜差分値 に対する正値の第 1 閾値 および、負値の

第 2 閾値 を設定 し、前記 ァー リ一差分値 に対する負値の第 3 閾値 を設

定 し、前記 レイ 卜差分値 に対する負値の第 4 差分値 を設定 し、

前記 アー リー レイ ト差分値が前記第 1 閾値 よ りも大 きく前記 アー リ

—差分値が前記第 3 閾値 よ りも小さい場合、 または、前記 アー リ一 レ

ィ 卜差分値が前記第 2 閾値 よ りも小さ く前記 レイ 卜差分値が前記第 4

閾値 よ りも小さい場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない値 を取 るコ一 ド

位相範囲が広 くなる第 1 算 出式を用いた前記第 1 誤差検 出方法で前記

誤差検 出値 を算出 し、

前記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値、前記 レイ 卜差分

値が上記の閾値条件 を満たさない場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない

値 を取 るコ一 ド位相範囲が狭い第 2 算 出式を用いた第 2 誤差検 出方法

で前記誤差検 出値 を算出する、 G N S S 信号処理方法。

[ 請求項4] 請求項 3 に記載の G N S S 信号処理方法であ つて、

前記第 1 算 出式は、前記第 1 アー リ一相関値 と前記第 1 レイ 卜相関

値 とを用いるか、前記第 2 アー リ一相関値 と前記第 2 レイ 卜相関値 を

用い、

前記第 2 算 出式は、前記第 1 、第 2 アー リ一相関値 と前記第 1 、第

レイ 卜相関値 を用いる、 G N S S 信号処理方法。

[ 請求項 5] 請求項 1 乃至請求項 4 のいずれかに記載の G N S S 信号処理方法で

追尾 している前記 プロンプ トレプ リ力信号 とG N S S 信号 との相関値

か ら航法 メッセージを取得する工程 と、

前記追尾 しているG N S S 信号 に対する前記誤差検 出値か ら擬似距

離 を算出する工程 と、

前記航法 メッセージと前記擬似距離 とを用いて測位演算 を行 う工程



と、 を有する測位方法。

[ 請求項 6] 受信 した G N S S 信号の コ一 ド位相 を追尾する処理 をコンピュータ

に実行 させるG N S S 信号処理 プログラムであ って、

前記 コンピュータは、

プロンプ トレプ リカ信号 に対 して第 1 コー ド位相進んだ第 1 アー リ

— レプ リカ信号、前記 プロンプ トレプ リカ信号 に対 して前記第 1 コ一

ド位相遅れた第 1 レイ トレプ リ力信号、前記 プロンプ トレプ リ力信号

に対 して第 2 コ一 ド位相進んだ第 2 アー リ一 レプ リカ信号、前記 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 に対 して第 2 コ一 ド位相遅れた第 2 レイ トレプ リ

力信号のそれぞれ と、前記 G N S S 信号 とを相関処理 し、

前記 G N S S 信号 と前記第 1 アー リ一 レプ リ力信号 との相関結果 に

よる第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号 と前記第 1 レイ トレブ

リカ信号 との相関結果 による第 1 レイ 卜相関値 を減算 してアー リ一 レ

ィ 卜差分値 を算出 し、

前記第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号 と前記第 2 アー リ一

レプ リカ信号 との相関結果 による第 2 アー リ一相関値 を減算 してァ一

リー差分値 を算出 し、

前記第 1 レイ 卜相関値か ら前記 G N S S 信号 と前記第 2 レイ 卜レブ

リカ信号 との相関結果 による第 2 レイ 卜相関値 を減算 して レイ 卜差分

値 を算出 し、

前記 アー リー レイ 卜差分値 と前記 アー リー差分値 または前記 レイ 卜

差分値 とに基づいて誤差算出方法 を設定 し、設定 した誤差算出方法 を

用いて誤差検 出値 を算出 し、

前記誤差検 出値 に基づいて前記 プロンプ トレプ リ力信号の コ一 ド位

相 を制御する、 G N S S 信号処理 プログラム。

[ 請求項7] 請求項 6 に記載の G N S S 信号処理 プログラムであ って、

前記 コンピュータは、

前記 プロンプ トレプ リ力信号 と前記 G N S S 信号 との相関値で、前



記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値 および前記 レイ 卜差分

値 を除算する、 G N S S 信号処理 プログラム。

[ 請求項8] 請求項 7 に記載の G N S S 信号処理 プログラムであ って、

前記 コンピュータは、

前記 アー リ一 レイ 卜差分値 に対する正値の第 1 閾値 および、負値の

第 2 閾値 を設定 し、前記 ァー リ一差分値 に対する負値の第 3 閾値 を設

定 し、前記 レイ 卜差分値 に対する負値の第 4 差分値 を設定 し、

前記 アー リー レイ ト差分値が前記第 1 閾値 よ りも大 きく前記 アー リ

—差分値が前記第 3 閾値 よ りも小さい場合、 または、前記 アー リ一 レ

ィ 卜差分値が前記第 2 閾値 よ りも小さ く前記 レイ 卜差分値が前記第 4

閾値 よ りも小さい場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない値 を取 るコ一 ド

位相範囲が広 くなる第 1 算 出式を用いた前記第 1 誤差検 出方法で前記

誤差検 出値 を算出 し、

前記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値、前記 レイ 卜差分

値が上記の閾値条件 を満たさない場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない

値 を取 るコ一 ド位相範囲が狭い第 2 算 出式を用いた第 2 誤差検 出方法

で前記誤差検 出値 を算出する、 G N S S 信号処理 プログラム。

[ 請求項 9] 請求項 7 または請求項 8 に記載の G N S S 信号処理 プログラムを含

み、追尾結果 に基づいて前記 コンピュータが測位演算 を行 う測位 プ口

グラムであ って、

前記 コンピュータは、

追尾 しているG N S S 信号 と前記 プロンプ トレプ リ力信号 との相関

結果か ら航法 メッセ一ジを取得 し、

前記追尾 しているG N S S 信号 に対する前記誤差検 出値か ら擬似距

離 を算出 し、

前記航法 メッセージと前記擬似距離 とを用いて測位演算 を行 う、測

位 プログラム。

[ 請求項 10] プロンプ トレプ リカ信号 に対 して第 1 コー ド位相進んだ第 1 アー リ



— レプ リカ信号、前記 プロンプ トレプ リカ信号 に対 して前記第 1 コ一

ド位相遅れた第 1 レイ トレプ リ力信号、前記 プロンプ トレプ リ力信号

に対 して第 2 コ一 ド位相進んだ第 2 アー リ一 レプ リカ信号、前記 プロ

ンプ 卜レプ リカ信号 に対 して第 2 コ一 ド位相遅れた第 2 レイ トレプ リ

力信号のそれぞれ と、前記 G N S S 信号 との相関処理する相関処理部

と、

前記 G N S S 信号 と前記第 1 アー リ一 レプ リ力信号 との相関結果 に

よる第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号 と前記第 1 レイ トレブ

リカ信号 との相関結果 による第 1 レイ 卜相関値 を減算 してアー リ一 レ

ィ 卜差分値 を算出 し、前記第 1 アー リ一相関値か ら前記 G N S S 信号

と前記第 2 アー リ一 レプ リ力信号 との相関結果 による第 2 アー リ一相

関値 を減算 してアー リ一差分値 を算出 し、前記第 1 レイ 卜相関値か ら

前記 G N S S 信号 と前記第 2 レイ トレプ リ力信号 との相関結果 による

第 2 レイ 卜相関値 を減算 して レイ 卜差分値 を算出 し、前記 アー リ一 レ

ィ 卜差分値 と前記 アー リー差分値 または前記 レイ 卜差分値 とに基づい

て誤差算出方法 を設定 し、設定 した誤差算出方法 を用いて誤差検 出値

を算出 し、該誤差検 出値 に基づいて前記 プロンプ トレプ リ力信号のコ

一 ド位相 を制御する演算部 と、

を備 え た G N S S 信号処理装置。

[ 請求項 11] 請求項 1 0 に記載の G N S S 信号処理装置であ って、

前記演算部 は、

前記 プロンプ トレプ リ力信号 と前記 G N S S 信号 との相関値で、前

記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値 および前記 レイ 卜差分

値 を除算する、 G N S S 信号処理装置。

[ 請求項 12 ] 請求項 1 1 に記載の G N S S 信号処理装置であ って、

前記演算部 は、

前記 アー リ一 レイ 卜差分値 に対する正値の第 1 閾値 および、負値の

第 2 閾値 を設定 し、前記 ァー リ一差分値 に対する負値の第 3 閾値 を設



定 し、前記 レイ 卜差分値 に対する負値の第 4 差分値 を設定 し、

前記 アー リー レイ ト差分値が前記第 1 閾値 よ りも大 きく前記 アー リ

—差分値が前記第 3 閾値 よ りも小さい場合、 または、前記 アー リ一 レ

ィ 卜差分値が前記第 2 閾値 よ りも小さ く前記 レイ 卜差分値が前記第 4

閾値 よ りも小さい場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない値 を取 るコ一 ド

位相範囲が広 くなる第 1 算 出式を用いた前記第 1 誤差検 出方法で前記

誤差検 出値 を算出 し、

前記 アー リー レイ 卜差分値、前記 アー リー差分値、前記 レイ 卜差分

値が上記の閾値条件 を満たさない場合 に、前記誤差検 出値が 0 でない

値 を取 るコ一 ド位相範囲が狭い第 2 算 出式を用いた第 2 誤差検 出方法

で前記誤差検 出値 を算出する、 G N S S 信号処理装置。

[ 請求項 13] 請求項 1 0 乃至請求項 1 2 のいずれかに記載の G N S S 信号処理装

置 を備 え、追尾結果 に基づいて測位演算 を行 う測位装置であ って、

追尾 しているG N S S 信号 と前記 プロンプ トレプ リ力信号 との相関

結果か ら航法 メッセ一ジを取得する航法 メッセ一ジ解析部 と、

前記追尾 しているG N S S 信号 に対する前記誤差検 出値か ら算出さ

れる擬似距離 と前記航法 メッセージとを用いて測位演算 を行 う測位演

算部 と、 を有する測位装置。

[ 請求項 14] 請求項 1 3 に記載の測位装置 を備 えるとともに、

前記測位演算部の測位演算結果 を用いて所定のアプ リケー シ ョンを

実行するアプ リケー シ ョン処理部 を、備 える移動端末。

































INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

I PCT / JP2 0 1 1 / 0 7 8 9 2 1
A . CLASSIFICATION OF SUBJECT MATTER
G01 S 1 9/3 7 ( 2 0 1 0 . 0 1 ) i , G01 S 1 9/22 ( 2 0 1 1 ) i , G01 S 1 9/3 0 ( 2 0 1 . 0 1 ) i , H 0 4B1 / 7 0 8 5

( 2 0 1 1 . 0 1 ) i

According to International Patent Classification (IPC) or to both national classification and IPC

B . FIELDS SEARCHED
Minimum documentation searched (classification system followed by classification symbols)
G 0 1 S 1 9 / 3 7 , G 0 1 S 1 9 / 2 2 , G 0 1 S 1 9 / 3 0 , H 0 4 B 1 / 7 0 8 5

Documentation searched other than minimum documentation to the extent that such documents are included in the fields searched
Jitsuyo Shinan Koho 1922-1 996 Jitsuyo Shinan Toroku Koho 1996-2012

Kokai Jitsuyo Shinan Koho 1 971-2012 Toroku Jitsuyo Shinan Koho 1994-2012

Electronic data base consulted during the international search (name of data base and, where practicable, search terms used)

C . DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

X J P 2 0 0 1 - 3 2 6 5 8 8 A ( N o k i a Mobi l e Phone s Ltd . ) , 1 , 2 , 5 - 7 ,

2 2 November 2 0 0 1 ( 2 2 . 1 1 . 2 0 0 1 ) , 9 - 1 1 , 1 3 , 1

A paragraph s [ 0 0 3 2 ] t o [ 0 0 4 1 ] , [ 0 0 4 4 ] ； fig . 5 t o 3 , 4 , 8 , 1 2

8

& U S 6 6 5 8 0 4 8 B l & U S 2 0 0 4 / 0 0 5 7 5 0 5 A l

& E P 1 1 4 3 6 5 2 A 2

A J P 2 0 0 1 - 0 3 6 4 2 9 A ( Furuno E l ectri c C o . , Ltd . ) 1 4
0 9 February 2 0 0 1 ( 0 9 . 0 2 . 2 0 0 1 ) ,
paragraph s [ 0 0 1 6 ] [ 0 0 2 3 ] , [ 0 0 3 1 ] ； fig .
( ami l y ： none )

Further documents are listed in the continuation of Box C . See patent family annex.

* Special categories of cited documents: " later document published after the international filing date or priority
"A document defining the general state of the art which i s not considered date and not in conflict with the application but cited to understand

to be of particular relevance the principle or theory underlying tiie invention

"E earlier application or patent but published on or after the international "X" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
filing date considered novel or cannot be considered to involve an inventive

L document which may throw doubts on priority claim(s) or which i s step when the document i s taken alone
cited to establish the publication date of another citation or other "Y" document of particular relevance; the claimed invention cannot be
special reason (as specified) considered t o involve an inventive step when the document i s

"O" document referring to an oral disclosure, use, exhibnion or other means combined with one or more other such documents, such combination

"P" to the international filing date but later than being obvious to a person skilled in the art
"&" document member of the same patent family

Date of the actual completion of the international search Date of mailing of the international search report
0 5 January , 2 0 1 2 ( 0 5 . 0 1 . 1 2 ) 1 7 January , 2 0 1 2 ( 1 7 . 0 1 . 1 2 )

Name and mailing address of the ISA/ Authorized officer
Japane s e Patent O f f i c e

Facsimile No. Telephone No.
Form PCT/ISA/210 (second sheet) (July 2009)



INTERNATIONAL SEARCH REPORT International application No.

PCT / JP2 0 1 1 / 0 7 8 9 2 1

C (Continuation). DOCUMENTS CONSIDERED TO BE RELEVANT

Category* Citation of document, with indication, where appropriate, of the relevant passages Relevant to claim No.

A J P 2 0 0 4 - 5 13 3 7 0 A (Honeywel l I nternati onal 1 - 1 4
I n c . ) ,
3 0 Apri l 2 0 0 4 ( 3 0 . 0 . 2 0 0 4 ) ,
abs tract ; claim 1； paragraph s [ 0 0 0 4 ] , [ 0 02 3 ] t o
[ 0 0 2 6 ] ； fig . 1 , 3
& US 6 9 8 7 82 0 B l & EP 1 3 3 2 3 7 8 A
& W〇 2 0 02 / 0 3 9 13 6 A2

A J P 1 0 - 0 5 6 4 0 2 A (Oki E l ectri c I ndu s t r y Co . , 1 - 1 4
Ltd . ) ,
2 4 February 1 9 9 8 (2 . 02 . 1 9 98 ) ,
abs tract ; paragraph s [ 0 0 0 9 ] , [ 0 0 1 6 ] , [ 0 0 2 1 ] ,
[ 0 0 2 5 ] t o [ 0 0 4 0 ] ； fig . 1
( ami l y ： none )

Form PCT/ISA/2 10 (continuation of second sheet) (July 2009)



国際調 査報告 国際 出願 番 号 P C J P 2 0 0 7 8 9 2

A . 発 明 の属す る分 野の分類 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G01S19/37 (2010. 01) i ，G01S19/22 (2010. 01) i ，G01S19/30 (2010. 01) i ，H04B1/7085 (201 1. 01) i

B . — 調 査 を行 った分 野

調 査 を行 った最小 限資料 （国際特許分類 （I P C ) )

Int.Cl. G01S19/37, G01S19/22, G01S19/30, H04B1/7085

最 小 限資料 以外 の資料 で調 査 を行 った分 野 に含 まれ るもの

日本 国実用新案公 報 9 2 2 - 1 9
日本 国公 開実用新案公 報 9 7 1 - 2 0
日本 国実用新案登録公 報 9 9 6 - 2 0
日本 国登録 実用新案公 報 9 9 4 - 2 0

国 際調 査 で使 用 した電子デ -ス （デぃ -ス の 9名111 称 、調 査 に使 用 した用語 )
6222
年年年年

C . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カテ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が関連す る ときは、 そ の 関連す る箇所 の表示 請 求項 の番 号

X J P 2001-326588 A ( ノ キ ア モ ー ビノレ フ ォ ー ン ズ リ ミテ ツ ド) 1，2，5-7 ，9-11
2001. 11. 2 2， ，13, 14

A 段 落 【0032 】 - [0041] ， [0044] 及 び 図 5-8 3，4，8，12

& US 6658048 B l & US 2004/0057505 A l & EP 1143652 A2

A J P 2001-036429 A (古 野 電気株 式 会社 ） 2001. 02. 0 9， 1—14

段 落 【0016 】 ， 【0023 】 ， 【0031 】及 び 図 6

( フ ア ミ リー な し）

c 欄 の続 きに も文献 が列 挙 され てい るc パ テ ン トフ ァ ミ リー に関す る別紙 を参照。

* 引用文献 の 日の 後 に公 表 され た文献
ΓΑ 」特 に関連 のあ る文献 ではな く、一般 的技術水 準 を示す 「Τ 」国際 出願 日又 は優先 日後 に公 表 され た文献 であって

も の 出願 と矛盾 す るもので はな く、発 明の原理 又 は理論
ΓΕ 」国際 出願 日前 の 出願 また は特許 であ るが、国際 出願 日 の理解 のた めに引用す るもの

以後 に公 表 され た も の 「X 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 のみで発 明
「L 」優先権主 張に疑義 を提起す る文献又 は他 の文献 の発 行 の 新規性 又 は進歩性 が ない と考 え られ る も の

日若 しくは他 の特別 な理 由 を確 立す るた め に 引用 す ΓΥ 」特 に関連 のあ る文献 であって、当該文献 と他 の 1 以
る文献 （理 由を付す） 上 の文献 との、当業者 に とって 自明で あ る組合せ に

Γθ 」 口頭 に よる開示 、使 用 、展示等 に言及す る文献 よって進歩性 がない と考 え
ΓΡ 」国際 出願 日前 で、かつ優先権 の主 張の基礎 とな る出願 Γ& 」 同一 パ テ ン トフ ァ ミ リー 文献

国際調 査 を完 了 した 日 国際調査報告 の発送 日
0 5 . 0 2 0 1 2 7 . 0 1 . 2 0 1 2

国 際調 査機 関の名称及 び あて先 特許 庁審 査官 （権 限のあ る職員 ） 2 S 9 8 5 2

日本 国特許庁 （I S A J Ρ )
戸 次 一夫

郵便番 号 1 0 0 — 8 9 1 5
東京都 千代 田区霞が 関三丁 目4 番 3 号 0 3 - 3 5 8 1 - 1 1 0 内線 3 2 5 8

様 式 P C T l S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ） （2 0 0 9 年 7 月）



国際調 査報告 国際出願番 号 P C J P 2 0 0 7 8 9 2

C (続 き） . 関連す る と認 め られ る文献
引用文献 の 関連す る
カ テ ゴ リー * 引用文献名 及 び一部 の箇所 が 関連す る ときは、そ の 関連す る箇所 の表示 請求項 の番 号

A J P 2004-513370 A (ハ ネ ゥ -ノレ 一 ナ シ ョ ィ ン コ ー ポ 1—14

レ ー テ ッ ド） 2004· 04. 30，

要約 ，請 求 項 1，段 落 【0004】 ， 【0023 】 - 【0026 】及 び 図 1，3

& US 6987820 B l & EP 1332378 A & WO 2002/039136 A2

A J P 10-056402 A (沖 電 気 工業株 式 会社 ) 1998. 02. 24， 1—14

要約 ，段 落 【0009】 ， 【0016 】 ， 【0021 】 【0025 】 - 【0040 】及 び 図 1

( フ ア ミ リー な し）

様 式 P C T I S A 2 1 0 (第 2 ペ ー ジ の 続 き） （2 0 0 9 年 7 月）


	abstract
	description
	claims
	drawings
	wo-search-report
	wo-search-report

